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資料1△
ム7

これまでの議論の整理

1.制度の基本的枠組み
○ 高齢者のみを区分した独立制度は設けないことが基本方針とされて
いる中で、高齢者は国保か被用者保険に加入することとなる。サラリ

ーマンである高齢者の方や被扶養者については、職域内での連帯等の

観点から、被用者保険に加入し、これら以外の地域で生活している方

は国保に加入することでよいか。

※ 高齢者の方々も現役世代と同じ国保や被用者保険に加入すること
により、保険証も変わることなく、保険料、高額療養費等の面でメ

リットが生じる。

① 高齢者の個々人に保険料の納付義務が課せられていたが、世帯
主が納付義務を負うこととなるため、世帯主以外の高齢者の方は

保険料の納付義務がなくなる

② 現行制度により、保険料の軽減判定が国保の加入者とは別に行
われ、保険料負担が増加した高齢者の方は、世帯全体で軽減判定

が行われることにより、負担の増加が解消される

③ 同様に、高額療養費の自己負担限度額の適用が国保・被用者保
険の加入者とは別に行われt自 己負担が増加していた高齢者の方

は、世帯全体で自己負担限度額が適用されることにより、自己負

担が軽減される

※ また、サラリーマンである高齢者は、被用者保険に加入すること
により、傷病手当金等を受けることができるようになるとともに、

保険料については事業主と原則折半で負担することとなり、被扶養

者の保険料負担はなくなる。

※ ただし、後期高齢者医療制度から被用者保険に移行する方に対す
る周知や手続きについては、混乱を招かないようにするための丁寧

な対応が必要となる。
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○ その場合、高齢者は退職を主たる要因として国保に偏在して加入す
るため、年齢や所得といつた構造的要因に着目した保険者間の調整が

引き続き必要ではないか。

※ 65歳以上の方の医療費を支える仕組みとして、現行は、後期高齢

者医療制度・前期高齢者に係る保険者間の財政調整の組み合わせに

より、また、現行制度前は、老人保健制度・退職者医療制度の組み

合わせにより対応が行われてきたところ。

2.国保の運営のあり方
○ 現在、75歳以上の高齢者の方々が加入している後期高齢者医療制度
は、都道府県単位による財政運営が行われている。後期高齢者医療制

度を廃止することにより、高齢者は国保又は被用者保険に加入するこ

ととなるが、市町村国保の中の、少なくとも 75歳以上の高齢者医療に

ついては、引き続き、都道府県単位の財政運営とすることが必要では

41い か ざ

○ その際、退職年齢、年金受給開始年齢、一般的な高齢者の概念等を
考慮すると、65歳以上の高齢者医療を都道府県単位の財政運営とする

ことが考えられるが、この場合、65歳から74歳までの方の保険料は変

化すること、個々の保険者にも財政影響が生じることを含めてどのよ

うに考えるか。

※ 市町村国保の加入者は、65歳以上 2300万人 (う ち 75歳以上で 1200
万人)、 65歳未満 2500万人であり、65歳以上を対象とすれば、ほば

加入者の半分が都道府県単位による財政運営の対象となる。

※ 65歳又は 75歳 という年齢区分は、国保の財政運営上の区分にとど

まるものであり、高齢者も国保に加入することにより、前述のとお

り、保険証・保険料・高額療養費等の面でメリットが生じる。

※ 今後、最終的なとりまとめまでの間に、高齢者の保険料の変化に
関する調査を行う。

○ また、市町村国保の財政基盤を考えると、高齢者のみならず全年齢
を対象に、国保の広域化を図ることが必要であり、今回の法改正で導
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○

○

○

○

入した都道府県が策定する「広域化等支援方針」に基づき、保険料算

定方式の統一や保険財政共同安定化事業の拡大など、都道府県単位の

財政運営に向けた環境整備を進めた上で、どのようにして全年齢での

広域化を実現していくべきか。その場合、移行期間や手順、各都道府

県一律に実施することが可能かという点をどのように考えるか。

市町村国保を都道府県単位の財政運営とした場合、保険者機能が最

大限発揮できるよう、「都道府県単位の運営主体」と「市町村」が共同

で運営する仕組みが考えられるが、どうか。

具体的には、「都道府県単位の運営主体」は、都道府県単位の標準保

険料率の設定、保険給付といつた事務を行い、「市町村」は、保険料の

賦課・徴収、資格管理、保健事業などの事務を行うことが考えられる

が、どうか。

特に、後期高齢者医療制度と異なり、収納率の向上が課題となつて

いる国保の広域化を実現し、その安定的な運営を図るためには、保険

料の収納対策に市町村が積極的に取り組むことができる仕組みにす

ることが必要ではないか。

現行の後期高齢者医療制度と同様に、公費と保険料を財源とする財

政安定化基金を設置することにより、安定的な運営が図られる仕組み

とすべきではないか。

○ 都道府県単位の運営主体を具体的にどこにすべきかについては、都
道府県が担うべきとする意見が多数であるが、慎重な意見もある中で、

引き続き十分な議論が必要ではないか。

3.費用負担
(1)支え合いの仕組みの必要性
○ 高齢者が偏在して加入することに対する保険者間の調整の仕組みと
しては、       ,
①現行の後期高齢者医療制度のように、高齢者の保険料は、高齢者の

医療給付費に直接充て、その高齢者保険料と公費により賄えない分

を各保険者が現役世代の加入者数等に応じて支援する方法

②老人保健制度や現行の前期高齢者に係る保険者間の財政調整のよう
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に、各保険者がその加入者数等に応じて費用負担を行う方法 (高齢

者の保険料は、加入する各保険者にそれぞれ納められる)

③ 両者を組み合わせる方法

等があるが、どのような仕組みが適切か。

o いずれにせよ、高齢者の方々の医療費については、公費、高齢者の
保険料、現役世代の保険料、患者負担の組み合わせにより支える以外

になく、今後、高齢者の医療費が増加し、負担の増加が避けられない

中で、より納得の得られる仕組みにすることが必要ではないか。

○  また、新たな制度への移行に伴い、高齢者の保険料負担・患者負担
や、市町村国保 D協会けんぽ・健保組合等の負担が大幅に増加するこ

とのないようにすることが必要ではないか。

※ 今後、最終的なとりまとめまでの間に、改めて財政影響試算及び
将来推計を行う。

(2)公費
○ 公費については、高齢者や現役世代の保険料負担の増加を抑制する
ために、効果的な投入を図りつつ、充実させていくことが必要である

が、具体的にどのような仕組みが求められるか。

(3)高齢者の保険料
○ 国保に加入する 75歳以上の方の保険料水準については、現行の後期
高齢者医療制度より増加することのないよう、引き続き、医療給付費

の 1割相当を保険料で賄うべきではないか。

○ また、都道府県単位の財政運営とする対象年齢を 65歳以上とした場
合、65歳から74歳までの方にも 75歳以上の方と同じ保険料率の水準

を適用すべきか、現行の保険料水準を維持すべきか。

※ 前者の場合、65～ 74歳の方の保険料総額は 0.1～ 0.2兆円 (▲15%
程度)減少する。

○ 全年齢で都道府県単位の財政運営になつた場合、保険料水準は高齢
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○

者と現役世代の 2段階とすべきか、全年齢で一律とすべきか。

高齢者の保険料の伸びと現役世代の保険料の伸びとの乖離が生じ

ることについて、どのように考え、どのような仕組みを設けることが

必要か。

国保に加入する高齢者の保険料については、同一世帯の他の現役世

代の保険料と合算し、世帯主が納付することでよいか。

これにより、世帯主以外の高齢者は保険料の納付義務が無くなり、

こうした高齢者においては年金からの天引きは必要ないものとなる

が、高齢者世帯で希望される方は、引き続き、年金からの天引きも実

施できるようにすべきではないか。

保険料の上限については、現在、後期高齢者医療制度は 50万円 (1固

人単位)、 国保 63万円 (世帯単位)と なつているが、国保の世帯単

位の上限に一本化した上で、その上限額を段階的に引き上げるべきで

はないか。

現在、75歳以上の方に適用されている低所得者の保険料軽減の特例

措置 (均等割の 9割 口8.5割軽減、所得割の 5割軽減)については、

新たな制度の下で合理的な仕組みにすることが必要ではないか。

○ 一方、被用者保険に加入する高齢者の方の保険料は、各被用者保険
者の算定方法・徴収方法を適用することでよいか。

(4)現役世代の保険料による支援
○ 高齢者の医療給付費については、公費と高齢者の保険料のほか、国
保・被用者保険の現役世代の保険料で支えることが必要ではないか。

○ その際、国保と被用者保険者間は加入者数による按分となるが、被
用者保険者間では、負担能力に応じた按分方法にすべきとの意見があ
‐
るが、具体的にどのようにすべきか。

○

○

○

○

(5)高齢者の患者負担
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○ 負担能力に応じた適切な負担にとどめることを基本とすべきである
と考えるがどうか。特に、70歳から74歳までの方の患者負担について、

現在、2割負担と法定されている中で、予算措置により1割負担に凍結

しているが、どう考えるか。

○ 高額療養費の自己負担限度額については、現在、70歳以上の高齢者
については負担軽減を図つているが、所得再分配機能を強化する観点

から見直すべきではないか。

4.医療サービス
○ 今後の高齢者に対する医療サービス等の具体的なあり方について
は、平成 24年度の診療報酬 口介護報酬の同時改定に向けて、別途設

置する検討の場において議論が進められるが、以下の基本的な視点に

立つて取り組むべきではないか。

・ それぞれの地域において、入院に頼りすぎることなく、リハビリも

含めた必要な医療・介護が切れ目なく受けられる体制を構築する。

・ かかりつけ医の普及等を図ることや、必要な医療費は拡充しつつ効率

化できる部分は効率化すること等を通じて、真に高齢者の立場に立った

医療提供体制を構築する。

・ 様々な高齢者の二一ズに応じた多様なケアの提供体制の充実や医

療 D福祉の人材育成をはじめとする長期的・総合的な構想を策定し、

モニタリングを行いながら実行する。

5.保健事業等
○ 現在、現役世代 (40歳以上の方)に対する健康診査等は、国保・被
用者保険の下で、特定健診・特定保健指導として各保険者の義務とさ

れているが、高齢者の方々も、国保や被用者保険にそれぞれ加入する

こととなり、現役世代と同じように、各保険者の義務として行うべき

ではないか。

○ 特定健診・特定保健指導については、生活習慣病を予防し、高齢期
等の医療費の効率化できる部分を効率化する取組であり、保険者機能

が発揮できる取組を引き続き進めていくべきではないか。その際、今

後の具体的なあり方については、高齢者への対応を含め、別途の検討

の場において技術的な検討を進める必要があるのではないから
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○

○

一方、現在、特定健診・特定保健指導の達成状況による後期高齢者

支援金の加算・減算の仕組みが設けられているが、特定健診等をより

円滑に推進するためには、どのような方策を講じるべきか。

都道府県の健康増進計画・医療計画
口介護保険事業支援計画などと

も整合性の取れた、都道府県単位での高齢者の健康増進や医療費の効

率化に向けた取組を一層推進するための体制や具体的仕組みについて、

どのように考えるか。
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新たな制度のあり方に関する各委員の意見の概要等

1:年齢構成・所得構成でリスク構造調整を行つた上で、都道府県単位で一本化する案 【池上委員】

○ 医療保険全体で、各保険者の保険加入者の年

齢構成(5歳階級毎の一人当たり医療費の差)・

墓ξ      鴬譴製1渠筵鍛f格
差
1調

○ 財政調整を進めつつ、医療保険の統合を以下
のとおり段階的に行う。
① 後期高齢者医療制度に代わる「拙域医療保

程 鰹 緊 易 瘍 寵 僻 晶 儡 署絡天P
市町村国保は都道府県内で賦課方式を統一

し、一般会計からの繰入れを廃止した上で、財
政調整を進める。
健保組合・共済は、それぞれ全国単位で財政

♂             ][ζ
。

健保組合・共済を都道府県単位で統合・再編
③ 全ての保険者を都道府県単位で一本化

F口 ~‐‐“‐ロロ""甲“
~¬
F「¬

∫|

I

l l
L口 ____‐ :i ― ‐― 曰 ― ― ロ ー 」

(主なメリット)
〇 年齢による区分がない。

○ 運営責任が明確。

○ 高齢者であつても、サラリーマン及びその被扶養者は、
被用者保険に加入するという合理的な仕組みとなる(第
一段階)。

(主な論点)
○ 被用者保険を都道府県単位に分割・統合すること等
について、企業や同種同業の連帯を基礎とした健保組
合等をどのように位置づけるか。

○「地域医療保険」と被用者保険である協会けんぱを統
合することについて、どのように考えるか。

○ 自営業者とサラリーマンでは所得捕捉の状況が異な

る中で、国保と被用者保険では保険料の算定方法が異
なっているが、これをどのように統合するのか。

2:一定年齢以上の「男1建て」保険方式を基本とする案 【対馬委員(健保連)】

【65歳以上の高齢者を一つの制度とした場合】

065歳 以上の高齢者を対象に前期・後期の区
別のない一つの制度とする。

°
1駆留;予六艦ぜ贈寵滉櫂を
若年者が支える仕組みとする。

°
撃1等藁易甑憂貰詈諦ぶ郵蓄賛雹蹴

で`
1｀

若
○ 運営主体については、都道府県単位を念頭に

行政から独立した公法人が保険者を担う。

(主なメリット)
○ 若年者と高齢者の負担ルールや運営責任が明確。

○ 高齢者間において、所得に応じた公平な保険料負担。

(主な論点)
○「年齢で区分するという問題を解消する制度とする」と
の関係について、どのように考えるか。
※「65歳」は、介護や年金等との関係から理解が得られやすいのではないか。

【現役で働く高齢者とその家族について、若年者の各制度
へ継続加入させることとした場合】
(主なメリツト)
○ 高齢者であつても、サラリーマン及びその被扶養者は、
被用者保険に加入するという合理的な仕組みとなる。

(主な論点)
○「地域保険としての一元的運用」との関係について、ど
のように考えるか。

○ 現在の制度では同じ都道府県内で高齢者の保険料の
公平が図られていることについて、どのように考えるか。

′

‐

．

ｆ

ｒ

ノ
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3:突き抜け方式とする案 【小島委員(連合)】

新たな制度のあり方に関する各委員の意見の概要等

(主なメリット)

°
』写132[ζ           買整廷
称))に引き続き加入。

。
(灘魏露 斃製脳銘曜躯
する。

○ 運営主体は、全被用者保険の代表者及び労使

代表者で構成する管理運営機関とする。

9謂幅目縫暮曇瑠部製潮盛
一体的な運用を図る。         |
〇 現役で働く高齢者とその家族については、若年

者の各制度に継続加入。

1国保J

〇 年齢による区分がない。

○ 運営責任が明確。

○ 被用者グループ内での助け合いとすることで、若年被
用者の納得を得られやすい。(若年者と高齢者の負担
ルァルが明確 )

(主な論点)
○ 高齢者が職域保険と地域保険に加入することとなる
が、「地域保険としての一元的運用」との関係について、
どのように考えるか。
○ 現在の制度では同じ都道府県内で高齢者の保険料の

公平が図られていることについて、どのように考えるか。

○ 従来より指摘されている以下の課題について、どのよ

うに考えるか。
・ 市町村国保が負担増となる点

・ 就業構造が流動化している中、高齢期においても被
用者・プト被用者を区分する点

4:高齢者医療と市町村国保のァ体的運営を図る案 【宮武委員】

○ 都道府県単位の国民健康保険を創設し、定年

退職者等を迎える。現役で働く高齢者とその家族

については、若年者の各制度に継続加入。°
」馨野暮]1鷲ボ面璽翼襲認聾霰f!苦響轟暑
°ぼ譜9居鰍f躙晃じ競を朦霧響
を含む)。

(主なメリット)
〇 年齢による区分がない。      ,
○ 運営責任が明確。
○ 財政運営の安定化を図ることができる。
○ 高齢者間において、所得に応じた公平な保険料負担。

O高 齢者であつても、サラリーマン及びその被扶養者は、
被用者保険に加入するという合理的な仕組みとなる。

(主な論点)
○
し
高齢
凛履曇鯉 暮居賢深高層農最耐留彗蟻」λ弓

○ 現在の後期高齢者医療制度、前期高齢者に係る財政

調整、市町村国保については、それぞれ財源や仕組み

が異なる中で、どのような財政運営の仕組みを設けるこ
とが適切か。
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被用者保険の被保険者本人及び被扶養者の取扱いについて

○ 自営業者や退職者など地域で生活している高齢者は、国保に加入。

O T方、サラリーマンである高齢者の方や被扶養者{65歳以上)については、被用者保険に加入いただくこと
とするのか、国保に加入いただくこととするのか、以下の点を考慮し、検討する必要がある。

案 メリット 課題

<A案>
被保険者

及び被扶養者

↓

保国

○

○

讐蘇ξ蕎:日磐言だ量点占吾夕ヽ

能となる。

○

○

○

○

ょび『夢悸膝鍛響F貰逼ぶ鱈漏与葱場合素青着テ
担がなくなること等に

→
被撲曇響雫督言夏男楼7ビ荒警で保険料負担がなかつたため、すべて

は、従前受けていた付加給付や傷病
増加する。
けられる仕組みの検討が必要
自己負担限度額が設けられているこ

る世帯にねいて、負担が増加する場

合が
負絶を軽減する仕組みの検討が必要

<B案>
被保険者

及び被扶養者

↓

被用者保険

職
険
域

ｏ引
等

保ヽ
職
る

付ヽ

は
で

れヽ
は
給

者
ル
リ
ら
者
加

服
ノレ．訥旭
服
俯

被
じ
と
平
被
金

の
同
こ
公
の
当

ｏ

険
と
る
の
険
手
る

保
人
す
担
保
病
れ

者
若
担
負
者
傷
ら

用
の
負
の
用
き
け

被
内
を
で
被
続
受

〇
域
料
内
○
き
を

:事業曇昌EE各横[曾[景込肯晉暑景:卓曾曇番暑秀言菫房まざ曇會:｀
01軽場≧悸崎喜曇常費整倉墓叢げ込程最婦煽ば罫ふ念曇

<C案>
被保険者

↓

被用者保険

被扶養者

↓

国 保

○

○

○

○

○

○

冷者と保険料負担のルァルが異なり、
男の負担の公平が図られない。
呆険料負担がなかつたため、すべて

Cいた付加給付等が受けられなくな

i昔]i警骨懲鵞i讐賃優[IF景 首EttE憾言争Fttl貸[霜写 3こ
合が
賀名を軽減する仕組みの検討が必要
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被用者保険の被保険者とその被扶養者の人数と動きについて(1)

現イ1制度      (平 成
22年度予算案ベースの粗い推計)

A案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、市町村国保に加入する。

被用者保険から市町村国保に移行する方   約 300万 人

-5-

75歳以上 65～ 74歳 65歳未満 合計

被用者保険の

被保険者

Ｆ

Ｉ

卜

ｔ 名ζl議1 〕
協会|:■ 1約0101万人 協会|.|■約■,Onl万 1人

約 4000万 人組合 | |‐約 40万人 組合 nli9■‐墾
共済等■‐■約4万人 ■済奪■1約43σ方人

被用者保険の被保険者

であった方 (フ 5歳以上)

に扶養されている方

後期

約 5万人
国‐保|

約 51万人

国保
約2万人

約 10万人

被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に
扶養されている方

後1期

約 5万人
|■橋||1暑:=験■:

協会 _三二_二約3■互人
約 90万人

■|1鰺ξ「■書鯖1験‐‐「共1済等■約■万人

被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に
扶養されている方

‐ 後期
約 180万人

協会  約‐50万人 _二 =複全__絶 1■ 9■万人__
二_型撃i二 _二負1■ 9■夏人__ 約 3500万 人組合  約

‐
25万人

共済等1約 1‐ 0万人 共済等■ 約450万 人

合計 約 210万 人 約 260万 人 約 7100万 人 約 7600万 人

75歳以上 65～ 74歳 65歳未満

被用者保険の

被保険者

国保

約 30万人

・協会  約 90万人
国保   ・組合  約 40万人

約 135万人 ・共済等  約 4万人

協会  約 1900万 人
組合  約 1500万 人
共済等  約 430万 人

被用者保険の被保険者

であった方(75歳以上)
に扶養されている方

国保

約 5万人
国保

約 5万人
国保

約 2万人

被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に
扶養されている方

国保

約 5万人

・協会  約 20万人
国保   口組合  約 15万人
約 35万人 ・共済等  約 1万人

口協会 約 30万人
国保   ・組合 約 15万人
約 50万人 ・共済等 約 2万人

被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に
扶養されている方

国保

約 180万 人

・協会  約 50万人
国保   ・組合  約 25万人
約 85万人 ・共済等 約 10万人

協会  約 1400万 人
組合  約 1400万 人
共済等  約450万 人



被用者保険の被保険者とその被扶養者の人数と動きについて(2)

(平成22年度予算案ベースの粗い推計)
B案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、被用者保険に加入する。

75歳以上 65～ 74歳 65歳未満

被用者保険の

被保険者

Il二協負■■_地25万人____
―……翼
轟
――――――r包

:響炎萌ぎ話
―――
__協負 ____役qp万人_■ __
__翼負____れ生pガA____
土済等     約 4万人

__蒟食___地上Q■唖 &___
__』負___■■1■9互&___
♯ 遭F等    約 430万 人

被用者保険の被保険者

であった方 (75歳以上 )

に扶養されている方

――警を一一ニー■1召想薦一―:::重
≧
:IIIII斐
緩 ;t:i:1:二

::

郵■_____nlカ ム
組rL_____-1互 赫 藁~~I済

碑
~~  1万

人未満 共済等      1万 人未満

被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に
接春されている方

::II::3』
:IIIII:豊 ifl:::』

:II

協会    約 20万人 __蒟fL_____ne■ 塾 ___
__露食_____純 li墾 ___
共済等      約2万人__翼負 ____紅■pガA____

共済等    約 1万人
被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に
彙恙六あてl.ヽふ斉 FII::ElttIIIIil:::::1:III:11

_」艶負 ____紅 qp″A____
__翼負 __… ■撃野ガ A____
共済等   約 10万人

…… 勁 夢L____nL■ Y旦響
^_____■■____■ 1■ 9■石A…… _

共済等    約 450万 人

後期高齢者医療制度から被用者保険に移行する方

市町村国保から被用者保険に移行する方
約 210万人 (協会
約 7万人

:約 130万人、組合 ;約 50万人、共済等 ;約 30万人)

C案 :被用者保険の被保険者については、被用者保険に加入し、被扶養者については、市町村国保に加入する。
75歳以上 65～ 74歳 65歳未満

被用者保険の

被保険者

■緒士量通霧拒蓋三
____協全 _=_… ……1亀 9」2ZLな ______
__脚喰………_負舎■墾 ____
共済等    約4万人 ___

協会    約 1900カ 人
組合__■■0■ pガA
共済等   約 430万 人

被用者保険の被保険者

であった方 (75歳 以上 )

に扶養されている方

国保

約 5万人
国保

約 5万人

―一最書一―-11111憂会X江 11
糞済等      1万 人未満

被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に
扶養されている方

国保

約 5万人

・協会  約 20万人
国保  ・組合  約 15万人
約 35万人・共済等  約 1万人

__員■ ____塑 §■ク
^____組合    _釣 J二五人____

共済等      約 2万人
協会   約 1■ 9■五人

被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に
扶養されている方

国保

約 180万人

・協 会 ,綱 50カ 人
国保  ・組合  約 25万人
約 85万人・共済等 約 10万人

組合   約 140Q万 人
共済等    約 450万 人

後期高齢者医療制度から被用者保険に移行する方 約 30万人
約 120万人被用者保険から市町村国保に移行する方

ら被用者保険に 2万人
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新たな制度における高齢者のメリット

○ 高齢者の方々も、現役世代と同じ国民健康保険や被用者保険に加入することにより、以下の例
のようなメリットが生じる。

‐

現行制度 (後期高齢者医療制度) 新たな制度

○ 保険料の納付義務は高齢者の個々人。         .
⇒ 国保の世帯員であつた高齢者や被用者保険の被扶養者であつ
た高齢者にも納付義務が生 じる。

【具体例】
世帯員A(80歳 後期高齢者医療):Aの保険料を納付

[言暑:li:言 旨君『
齢「医療)lil[[

○ 保険料の納付義務は世帯主。
⇒ 世帯主以外の高齢者は保険料の納付義務が無 くなる。

【具体例】
世帯員A(80歳 国保):保険料の納付義務無し
世帯員B(75歳 国保):保険料の納付義務無し
世帯主C(45歳 国保):A・ B,C'Dの 保険料をまとめて納付
世帯員D(40歳 国保):保険料の納付義務無し

○ 保険料の軽減判定は、医療保険ごとに行う。
⇒ 同 じ世帯であつても軽減判定は別に行うため、
増加する事例が生 じる。

【具体例】
世帯員A(80歳 後期高齢者医療
世帯員B(75歳 後期高齢者医療
世帯主C(45歳 国保
世帯員D(40歳 国保
※ A及びBの軽減判定方法
A所得30万円+B所得0円 +C所得55万円
>33万円+24.5万円×2人 (5割軽減非該当)
<33万円+35万円文2人 (2割軽減該当)

年金収入165万円):
年金収入 80万円):
給与収入120万円):
給与収入 50万 円)1

保険料負担が

2割軽減※

2割軽減※

5割軽減
5割軽減

○ 保険料の軽減判定は、世帯全体で行 う。
⇒ 同 じ国保世帯 として最終的な軽減判定が行われるため、
保険料負担の増加が解消 され る。

【具体例】
世帯員A(80歳 国保 年金収入165万円):5割軽減※
世帯員B(75歳 国保 年金収入 80万円):5割軽減※
世帯主C(45歳 国保 給与収入120万円):5割軽減
世帯員D(40歳 国保 給与収入 50万円):5割軽減
※ A及びBの軽減半」定方法
A所得30万円+B所得0円 +C所得55万円+D所得0円
<33万円+245万 円×3人 (5割軽減該当)

高
雪管琶軍寒皇]暑暑婦更T管選曇療候崎雪望量彊置し額がそ
れぞれ適用されるため、世帯当たりの負担額が増加。

○

日
本

自己負担限度額 世帯の負担額

世帯員A(80歳 後期高齢者医療) A・ Bで
24,600円
(低所得Ⅱ区分)

60,000円世帯員B(75歳 後期高齢者医療)

世帯主C(45歳 国保) C,Dで
35,400円
(低所得者区分)世帯員 D(40歳 国保 )

高額療養費の自己負担限度額は、世帯全体で適用。

同じ国保世帯として自己負担限度額が適用されるため

世帯の負担額の増加が軽減される。

○

自己負担限度額 (=世帯の負担額 )

35,400円

(低所得者区分)

世帯員A(80歳 国保 )

世帯員B(75歳 国保)

世帯主C(45歳 国保 )

世帯員D(40歳 国保)
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都道府県単位の財政運営とした場合の国保の運営のスキームについて(案 )

●都道府県単位の財政運営とした場合、保険者機能が最大限発揮できるよう、「都道府県単位の運

営主体」と「市町村」が、国保を共同で運営する仕組みにすべきではないか。

●具体的には、「都道府県単位の運営主体」は、都道府県単位の標準保険料率の設定、保険給付と

いった事務を行う。

●「市町村」は、保険料の賦課中徴収、資格管理、保健事業などの事務を行う。

各市町村の納付すべき保険料額の算定・納付 :

各被保険者の保険料額の算定・納付

※高齢者の保険料は、同一世帯の他の現役世代の保険料と合算し、世帯主が納付

1醤維塵霧卑尾∽進豪封マ1批雇ξ晟習輩種旨IW瑳醤漁聾ず」讐躍観震
合に納め64t組み諏解が約

"%の
後期

|

:的な運営を図るためには、保険料の収納対  |

1策に市町村が積極的に取り組むことができる仕組みにする
ことが必要ではないか。                         |

【標準保険料率の設定】
・給付に見合う都道府県単位の「標準保険料

率」の設定
・各市町村が納付すべき保険料額を算定

【保険給付】
・レセプトに基づく診療報酬の支払い
・レセプトチエック ロ現金給付   等

保険料賦課・徴収】
・標準保険料率を基に、収納状況等を勘案し

た保険料率の設定
・世帯主に対する保険料賦課

【資格管理】
口保険証等の発行日管理

【保健事業】
・健康診査等
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保険者間の調整の仕組みについて

高齢者が偏在して加入することに対する保険者間の調整の仕組みとしては、大きく2つの方法が考えられる。

①現行の後期高齢者医療制度のように、高齢者の保険料は、高齢者の医療給付費に直接充て、その高齢者保険料

と公費により賄えない分を各保険者が現役世代の加入者数等に応じて支援する方法

②老人保健制度や現行の前期高齢者に係る保険者間の財政調整のように、各保険者がその加入者数等に応じて

費用負担を行う方法(高齢者の保険料は、加入する各保険者にそれぞれ納められる)

<①の方法による一つのシミュレーション>
高齢者の保険料27兆円
(国保22兆円、被用者保険
05兆円)が高齢者の医療
給付費に直接充てられるこ

とから、調整対象給付費が

小さくなる。

ただし、市町村国保にとっ

ては、前期高齢者の保険料

が入らないことにより負担は

増加する。

高齢者の保険料27兆円
(国保22兆円、被用者保険
05兆円)は各保険者に入
ることから、調整対象給付費
が大きくなる。

ただし、市町村国保にとっ

ては、前期高齢者に加えて、

後期高齢者の保険料 (約 8

割)が入ることにより、負担
は減少する。

(一 ― 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ― 一 一 ― 一 -65歳
以 上 の

高 齢 者 医 療 給 付 費 (1フ 兆 円 )―
一 一 一 一 一 一 ― 一 一 一 一 ― ―

)

<②の方法による一つのシミュレーション>
65歳以上の高齢者医療給付費 (17兆円 )

調整対象給付費115兆円

1 ‐0.2りし円
<前提>

L中 ニ ー ‐ ~ 退職者拠出金02兆円(※ )

・75歳 以上の高齢者の医療給付費に約5割の公費を投入。

・被用者保険の65歳以上被保険者及び被扶養者は、被用者保険に加入。
・市町村国保の高齢者の保険料総額は現行水準。

(保険料には、保険料軽減等に対する定額公費が含まれていることから、実際には定額公費を差し引いた額となる。)

・市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被用者保険者間は総報酬額に応じて按分する。

(被用者保険に加入する65歳以上の医療給付費についても調整対象としている。)

※被用者保険には国保組合を含む。ただし、国保組合の現役世代の保険料(支援金、交付金)に対する公費は記載していない。
-9-

(※ )退職者拠出金は、市町村国保に加入する退職者医療制度の

対象者に係る支援金で、被用者保険が負担

調整対象給付費88兆円

退職者拠出金02兆円(※ )



〔唱

媚

淵

側
」

響
郡

齢

消

ｐ

被用者保険
35兆円

(参考)現行制度の財源構成について(平成22年度予算ベース)
<65歳から74歳までの高齢者医療給付費の財源構成 5.3兆円>

<75歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 11.7兆 円>

退職者拠出金01兆円

L二通 二」  退職者拠出金02りじ円

田 需欝扁圏凛『 辮 峰 宮淋 臨 鶉 預楊復趙 鱚
』嘗』iう言[嘗磨惜i〔貿催1写認

及び現御 代の給付割 こ充当され‐ %。

(※ )退職者拠出金は、市町村国保に加入する退職者医療制度の対象者に係る疎

(※ )被用者保険には国保組合を含む。
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高齢者
の

保険料

(後期 )

12
り

`F月

市町村国保

¬3兆円
被用者保険
37リヒ円

頌一“血̈

現役
世代の

呆険 4‐4

06
兆円

公

費

０

３

兆

円

現役世代の

保険料

<65歳以上の高齢者医療給付費全体の財源構成 17兆円>

‖

高齢者
の

保険料

(後期 )

12
ソじF弓

市町村国保31兆円
]
「 7銚 円  | 一

‐
商
島

「
●
一

鵠
一

●
●
●
一

公費
1:4兆円

高齢者
の

保険料

(前期 )

08
りじ円

現役

世代の

1保険料
106
1兆円

費

・
６
円

公

０
兆

現役世代の

イ呆F貪米斗

者̈
の
保
Ｆ
轡
卿
前
期
）‐
・ノ

０
４
兆
円

ヽ



高齢者の保険料と若人の保険料の伸びの調整について

若人の保険料…Ⅲ若人保険料 I(若人医療給付を賄うための保険料)+
若人保険料Ⅱ(高齢者医療給付を支える保険料 (支援金))

若人保険料 Iの伸び 若人 1人当たり医療費の伸び

保全轟
た
↑

○ 新たな制度は、どのような制度であつても、公費・若人の保険料・高齢者の保険料等の組み合わせにより支えるこ

ととなり、その割合を定率で固定する場合、高齢者と若人の1人当たり医療費の伸びが同程度であれば、若人の保

険料の伸びは、高齢者の保険料の伸びより大きくなる。

。高齢者と若人の1人 当たり医療費の伸びが同じであれば、

若人保険料 Iの伸び =高 齢者保険料の伸び
若人保険料Ⅱの伸び >高 齢者保険料の伸び
となり、若人の保険料の伸びは高齢者の保険料の伸びを上回る。

高齢者の保険料・・・高齢者医療給付を賄うための保険料

高齢者保険料の伸び ≒ 高齢者 1人当たり医療費の伸び

65歳以上の
高齢者人口

若人保険料Ⅱの伸び ≒
若人人口

若人 可人当たり支援金の伸び

支援金総額の伸び +若 人人数の減少率
高齢者 ¬人当たり医療費の伸び +
高齢者人口の伸び +若 人人口の減少率
(約28%) (約 13娑⇒

2010～ 2015年の
人口変化率の平均値

○ 現行制度では、若人人口の減少による若人保険料の増加分を

高齢者と若人で折半し、高齢者の保険料の負担割合を段階的に引

き上げる仕組みになつているが、高齢者と若人の保険料規模は大

きく異なるため、基本的に高齢者の保険料の伸びが若人の保険料

の伸びを上回る構造となつている。

新たな制度においては、高齢者の保険料の伸びと現役世代の保

険料の伸びとの乖離が生じることについて、どのように考え、どの

ような仕組みを設けることが必要か。

若人人口



[¬新石』雄韮緊景警誕轟藩Tl豊77:| 
・

参考資料

平成22年6月 23日
厚生労働省保険局
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1日 制度の基本的枠組み
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●

「高齢者医療制度改革会議Jの開催について

1.趣旨

三党連立政権合意及び民主党マニフエストを踏まえ、後期高齢者医療制度廃止後

の新たな制度の具体的なあり方について検討を行うため、厚生労働大臣の主宰により、

関係団体の代表、高齢者の代表、学識経験者からなる「高齢者医療制度改革会議」を

開催する。

2.検討に当たつての基本的な考え方

新たな制度のあり方の検討に当たつては、以下を基本として進める。

① 後期高齢者医療制度は廃止する

② マニフエストで掲げている「地域保険としての一元的運用」の第一段階として、

高齢者めためめ新たな制度を構築する

③ 後期高齢者医療制度の年齢で区分するという問題を解消する制度とする

④ 市町村国保などの負担増に十分配慮する

⑤ 高齢者の保険料が急に増加したり、不公平なものにならないようにする

⑥ 市町村国保の広域化につながる見直しを行う

=3-



現行の高齢者医療制度について

制度の概要

○ 高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢者と若年世代の負担の明確化等を図る観点

から、75歳以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度を平成20年4月 から施行。

○ 併せて、65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため、保険者

間の財政調整の仕組みを導入。

後期高齢者医療制度の仕組み

【全市町村が加入する広域連合】

公費 (約 5割)5.5兆 円
〔国 :都道府県 :市町村=3.7兆 円 :〇。 9兆円 :〇 .9兆円=4「

“
~‐ ~~~~~… ― ‐ ― ― ~― ― ‐ ~~― "―

~…
… … … … … … …

―
… … … … …

~~― ~…
■

:1:1〕
<対象者数 >
75歳 以上の高齢者 約 1,400万 人

<後期高齢者医療費 >
12.8兆 円 (平成22年度予算案ベース)
給付費  117兆 円
憲者負担 1.1兆円

<保険料額 (平成 22年 度)>
全国平均 約 63,300円 /年
※ 基礎年金のみを受給されている方は
約4, 200円 /年

後期高齢者の,い

被保険者

(75歳以上の者)

<一括納付>

ヨ圏虹面藁覇

後期嵩齢者支援金 (岩年者の保険料) 5.O兆円
■‐
‐
■  ■‐|   1約 4割

高齢者の保険料 0.8兆 円
約 1割〔軽減措置等て実質約7%程度〕

是饉聾彗EE賃
〔累著握重皐〕〔霧墨建夢〕

医療保険者

健保組合、国保な

保険料

L__中 __――――――――̈…―――――“‥――中――――――中中―…~…………………
1
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前期高齢者に係る財政調整の仕組み

<対象者数 >
65～ 74歳 の高齢者
約 1,400万 人

<前期高齢者給付費 >
5。 3兆円

制度の改善策及び当面の課題

○ 制度の施行状況等を踏まえ、以下の改善策を実施。

1.70～ 74歳の方の患者負担の見直し(1割→2割への引き上げ)の凍結

2.低所得者に対する保険料の軽減

所得が低い方について均等割の9割軽減・8. 5割軽減及び所得割の5割軽減措置を実施

9

4.年金からの保険料の支払いに係る改善

平成21年度より口座振替と年金からの支払いとの選択制を実施

共済

01ツК「]

75歳未満の加入者数
に応じて負担

-5-



4案における新たな制度への移行方策について~平
成25年4月時点の制度の概要 将来的な各保険制度の概要

『レ2里軸褥高馳鰈陶ξ
【
ψ室艦よ堅嚢保険」と綱i合

:'野
絣 舗

険者か引厠ゴ地域医刺胸

↓ヽ

郡蠅滲鰊餞換卜

年齢構成・所

得構成でリ
スク構造調
整を行つた
上で、

都道府県単

位に一本化
する案
【池上委員】

1               
塞彗用
者保
墜栞篇ム芳

〉賦課方式の統一、一般会計からの

議量程亀財政調整し、都道府県単位

で支部を設置

塀蝙顆譜
一定年齢以
上の「男1建
て」保険方式

を基本とする
案
【対馬委員】

(健保連)

突き抜け方
式とする案

【小島委員】
(連合)

【
甲留 道府県単位の公 )去人力`運営 (平成25年 4月 実施も視

4鶴辮舒期
【

f        
による管理運営機関を設置し、実務

<後期高齢者医療制度の対象者の加入制度>

・ 黒帰暑倶晨の被保険者及び被扶養者は、被用者保険に継続して

邸道府県及び市町村の判断により、

【
甲
保】
歳未満の国凛についても、すべその都道府県|三おい

魂螺爾暮期
高齢者医療
と市町村国
保の一体的
運営を図る
案
【宮武委員】

-6-



現行制度の問題点と利点について

後期高齢者医l療制度の問題点

※ 以上のほか、①制度開始までの政省令整備及びシステムリウースの遅れによる広域連合及

び市町村の業務への支障、②システムの不具合による広域連合及び市町村の実務
への支障

現行制度の問題点は改めるとともに、利点は残す方向で、新たな制度を検討する必要があるのではな
いか。

後期高齢者医療 l度の利点

概要

075歳以上の高齢者のみを区分し、保険証も別になり
差男1的。

○ 高齢者医療費の増加に比例して、高齢者の保険料が
増加する仕組み。

独立制度
による

本質的な

問題

°
響稲讐鍵璧配謙理塁選∬
多くの方の保険料負担が増加。

○ 被用者保険の被扶養者であつた方については、新た

に保険料負担が発生。

保険料負担

○ 個人単位で保険料を徴収することとなつたため、扶養

難乱尚 議響醐鷹窮i鍵篇基客
が発生。)

°
濯喜朝朧 主鸞 躍霧暢轟
鐵呈Eな踊辱    ぷ用

高額療養費

○ 従前は、市町村の実施義務であつたが、広域連合の

努力義務となつた中で、受診率が低下。

○「後期高齢者」という名称は、高齢者の心情に配慮し

πrぃ 4婁い。

項 目 概要

都道府県

単位の

財政運営

財政運営

責任の

明確化

(老人保健制度の問題)

○ 高齢者医療費の増大により、市町村単位での財政運営は

困難。

○ 保険料の納める所とそれを使う所が異なり、財政・運営責

任が明確でない。

サ
(後期高齢者医療制度での改善)

○ 都道府県単位の後期高齢者医療広域連合を運営主体と

したことにより、財政運営が安定。

○ 保険料を納める所とそれを使う所が一元化され、財政・運

営責任が明確化。

高齢者と
若人の

負担割合の

明確化

(老人保健制度の問題)

○ 高齢者と若人の負担1害1合が明確でない。

サ
(後期高齢者医療制度での改善)

○ 高齢者の医療給付費について、公費(5割 )・ 若人(4割 )・

高齢者 (1割 )の負担割合を明確化。

高齢者間の

保険料負担
の公平性

(老人保健制度の問題)

○ それぞれの医療保険(国保“被用者保険)に加入している

ため、同じ所得であつても、保険料負担が異なる。

(後期高齢者医療制度での改善 )

○ 原貝1として、同じ都道府県で同じ所得であれば、同じ保険

料となる。

が生じたところ。

-7-



2.・国保の運営のあり方
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高齢者の加入する医療保険の運営主体のあり方について

これまでの会議において、多くの委員より、高齢者の加入する医療保険の運営主体は都道府県単位
とすべきであるとの意見が

あったが、具体的にどのような運営主体とすることが適切か

(1)都道府県

メリツト

1デメ千りIツ1ト

メリット

fiレ|1職:ト

○

○

○
○

○
　
○

○

○

※(1)・ (2)・ (4)については、保険料徴収、窓口相談等の業務は市町村が行うことを前提として整理。

月確になる。
連携を図ることができる。
調整機能を発揮することができる。

膊 薫 識 肺 [脚 菌免毒ぜ寺蒲 峯套亀柱b覇す
る保

:、 保険料の収納対策のインセンティブが働かなくなるおそ

峰墓と1業については、基本的に市町村が事業を実施することとなるが、きめ細やかな事業展開を図るインセンティ
ブ

が働かなくなるおそれがある。

市町村からの出向職員が中心となつて事務処理を行うため、保険料決定や保険料徴収等
について、広域連合と市町

村の密接な連携が可能となる。

広域連合議会は、都道府県議会や市町村議会と異なり、高齢者医療に限定した詳細な審議を行う
ことができる。

都道府県や市町村と比べ、住民から十分に認知されていない。

広域連合長は住民から直接選ばれていないので、責任が明確でないとの指摘がある。
※地方自治法上は、直接公選とすることも可能。

:め、市町村に対する調整機能が働きにくい。市町村に助言・勧告する権限がない
まずヾ行い、市町村は関与しないこととなれば、市町村は、言義会や4■民に対するイ呆保険料等の決定については広域連合
:、状況になるとともに、保険料の収納対策のインセンティブが1動かなくなるおそ険料等の制度の説明責任が問われなt

れがある。
保健事業については、基本的に市町村が事業を実施することとなるが、きめ細やかな事業展開を図る

インセンティブ

が働かなくなるおそれがある。

○

　

○

○

○

　

○

○

○



(3)市町村

メリット

(4)国

メリット

○

○

○

○

住民の認知度が高い。

市町村長は、住民から直接選ばれているため、責任が明確になる。

保険料等の決定について市町村が行うことから、議会や住民に対する保険料等の制度の説明責任が明確
になる。

事務を実施する上で、組織内でのノウハウが承継しやすい。

○ 高齢化の進展に伴い、高齢者医療費は増大することが見込まれており、市町村単位で財政運営を行う
ことには限界

がある。

○ 医療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定
のため、保険

者について、都道府県単位を軸とした再編・統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保 ;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ ;国から都道府県単位の公法人による運営)

○ 市町村間において保険料基準にバラつきが生じることとなる。

○ 国保と同様に、市町村によつては、一般会計からの繰り入れを行うことによる財政負担が生じるおそれ
がある。

住民の認知度が高い。

厚生労働大臣が直接の責任者となるため、責任が明確になる。

一律の保険料基準を設けることができれば、全国において、同じ所得であれば、同じ保険料となる。

「中央集権から、地域主権へ」という基本的な流れに逆行する。

医療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定のため、保険

者について、都道府県単位を軸とした再編・統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保 ;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ;国から都道府県単位の公法人による運営)

地域ごとに医療費が異なる中で、国が一律の保険料基準を設けることが適当か。

※ 後期高齢者医療制度においては、被保険者一人当たりの平均保険料額について、最大約2倍の地域格

差があり、全国一律の保険料基準とした場合、著しい保険料の増減が生じる。

地域における保健事業等の取組によつて、地域の医療費を抑えて保険料率に反映させるといつたインセンティブが働

かなくなるおそれがある。

○

○

○

○

○

―

ル

○

○

-10-



○ 新たな制度のあり方の検討に当たつての基本的な考え方 (6原則)において、『
マニフエストで掲げている「地域保険とし

ての一元的運用」の第一段階として、高齢者のための新たな制度を構築する』としているところ。

○ 平成22年度に国保制度の見直し(参考資料参照)の一環として、市町村国保の広域化を進める
こととしている中で、今

後、高齢者医療と市町村国保の一体的な運営を図つていくことについて、どのように考えるか。

<論点>

il鷲轟、.1
~・
【財政運営】

高齢者医療と市町村国保の運営のあり方について

○ 同一地域に年齢で区分された2つの地域保険が併存している状況を解消することができる。

○ 高齢者医療と市町村国保を都道府県単位で運営することにより、財政運営の安定化を図る
ことができる。

○ 現在の後期高齢者医療制度、前期高齢者に係る財政調整、市町村国保については、それぞれ財源
や仕組

みが異なる中で、どのような財政運営の仕組みを設けることが適切か。

○ 世帯主がまとめて保険料を納付している市町村国保と一体的な運営を図ることにより、後期高齢者医療制

度において個人単位で保険料を徴収したことにより生じた問題点を解消できる。

○ 市町村国保では、保険料額にバラつきがある(同一都道府県内の市町村国保における被保険者
一人当た

りの平均保険料額の格差は、最大約3倍 )中で、どのようにして保険料基準
口額の統一を図るべきか。

○ 市町村国保では、収納率の向上が大きな課題となつている中で、財政運営は都道府県単位とし
た場合、ど

のようにして市町村が収納対策に責任を果たすことのできる仕組みを設けることが可能か。

○ 世帯員が年齢で区分されず、同じ制度に加入することにより、高額療養費において不利益を被る事例
が解

消できる。

○ 市町村国保では、保健事業の推進による医療費の適正化が大きな課題となつている中で、財政運営は都道

府県単位とした場合、どのようにして市町村が保健事業に責任を果たすことのできる仕組みを設ける
ことが可

能か。
-11-
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① 改正法により、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、

新たに都道府県の判断により『広域化等支援方針J(※ )の策定ができることに
'L_

② 者5道府県は市町村の意見を聴いて策定することとなるが、可能なものから早期に

策定するよう要請。

③ 現在新たな高齢者医療制度について検討されており、広域化等支援方針の内容
に

ついても、この影響を受けることが予想されるため、将来目指すべき方向性を掲げつつ、

当面も平成24年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請6

(※)広域化等支援方針のイメージ

都道府県が、国保事業の運営の広域化又は国保財政の安定化を推進するため、

市町村の意見を聴きつつ、国保の都道府県単位化に向けて策定する方針。

内容はおおむね以下に掲げる事項。

|(1)事業運営の広域化

・収納対策の共同実施

0医療費適正化策の共同実施

・広域的な保健事業の実施

0保険者事務の共通化 など

財政運営の広域化

・保険財政共同安定化事業

の拡充

・都道府県調整交付金の活用

i___:三里望賛ぜ斐塗壁翌主性_」

(3)都道府県内の標準設定
・保険者規模別の収納率目標

・赤字解消の日標年次

・標準的な保険料算定方式

・標準的な応益割合 など

|(2)

[_二__llT全二三軍鷲 上_三二__」
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運営については、保険料徴収は市町村が行い、

広域連合の財政リスクの軽減については、国
・

財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が行う。

都道府県が共同して責任を果たす仕組み。

負担

都道府県

財政安定化基金
国1/3、 都道府県1/3、

広域連合 (保険料)1/3
高額医療費に係る
/AN費負担味Ю

低所得者等に係る

保険料軽減分の
/Ak費負担

(保険基盤安定制度)

2年単位の
財政運営

貸 1寸 (※ )
貸付 交付 (※ )

窮 趾 ん ま キ婚 張 :響 詢 鵬 卸

…

鈍 軌

(*)平成21年度は、拠出金156億円について、国費により
10億円の補助を実施

-13-
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3.費用負担
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国民医療費、医療給付費、後期高齢者医療費の将来見通し
く平成18年制度改正時の試算>

年度

平成18

予算ベース

(2006)

平成27

(2015)

平成37

(2025)

国民医療費 (兆円) 33.0 44 56

後期高齢者医療費 (兆円) 10.8 16 25

医療給付費 (兆円) 27.5 37 48

(注)後期高齢者医療費は、平成18年度については老人医療費であり74歳以上の高齢者等が対象、

また、平成27年、平成37年度は75歳以上の高齢者等が対象L

…

  ―   ―   ―
  
―
  ―   ―
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・ ・
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・
口
・
  
・ ・

口  
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…

  ■■D  ―   
…
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…
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…

  ‐   ‐ ●  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…

  
…
  ‐

l

l※ 新しい将来見通しについては、現時点では、現行の暫定措置(70～ 74歳の患者負担、後期高1齢者
の保険料軽減措置、後 |

1 聖雇璧蔓曇辱倉f     お曇栞厨着藷碁β謂よよ|:三異ギ藁塁蕗ξf繁管繁麗
あることから、今後、高雫者 |

l

L___二 _― ― ― ― ― … … … … ニ ー ー … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …
口=… … … … … … … … … … … … “
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後期高齢者医療費の財政負担の将来見通し
<平成18年制度改正時の試算>

(億円)

平成20年度

(2008)

平成27年度

(2015)

113,700 163,900‘

１１負期高齢者医療費

公費 49,200 70,500

鶴期高齢者支援金 45,400 64,400

公費負担分 9,900 14,100

保険料負担分 35,500 50,300

後期高齢者保険料分 8,100 13,500

.患者負担 11,000 15,500

※ 保険料は当該年度の医療給付費を賄うために必要な保険料額である。

医療保険制度に    報墨灘
及び公費負担の将来見通し
正時の試算>             (億 円)

※ 所要保険料とは当該年度の医療給付費を賄うために必要な保険料額
である。

-16-

公費   √所要保険料

協会健保 健保組合 市町村国保 国庫 都道府県 市町村

平成20年度
(2008)

57,400 52,400 30,500 71,600 16,500 10,100

平成27年度

(2015)
68,900 63,200 37,100 94,600 21,500 13,800



高齢者と若人の1人当たり医療費の伸びの状況について

平成 13年度 平成14年度 平成15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成20年度

70歳未満 2.1% ▲1.2% 0.4% 0。 9% 1.5% ▲ 0。 99/o 1.6% 2.0%

70歳以上 ¬。2% ▲3.6% 0.9% 0.2% 2.0% ▲ 1.59る 211% ▲ 0.1%

※ 65～ 69歳で後期高齢者医療制度(平成19年度以前は老人保健制度)の対象となつている者は、「70歳以上」に含まれる。

※ 診療報酬改定については、平成14年 (▲ 2.7%)、 平成16年 (▲ 1.0%)、 平成18年 (▲ 3.16%)、 平成20年 (▲0.82%)の影響がある。

※ 診療報酬改定のほか、医療費の伸びに影響を与える主な制度改正は以下のとおり。

平成14年 ;70歳以上の高齢者の定率(1割 )負担の徹底、現役並みに所得がある方の患者負担害]合
の引き上げ(1割→2割 )

平成15年 ;被用者保険の被保険者等の患者負担割合の引き上げ(2割→3割 )

平成18年 ;70歳以上の高齢者のうち、現役並みに所得がある方の患者負担割合の引き上げ(2割→
3割 )
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現行の医療保険口介護保険制度の保険料の比較

後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 介護保険 (第 1号被保険者)

平均所得

(総報酬 )

(H20年度)

加入者1人当たり1日但し書き所得
73.7万 円

加入者1人当たり1日但し書き所得
78.9万 円

被保険者1人当たり総報酬 485万
「

|

加入者1人当たり総報酬  261、万円
(参考)平 均総報酬に相当する加入者1人当たり
旧但し書き所得  162万円

保険料額の算定上、必要となる

情報ではなく、把握していない

加入者
一人当たり

保険料

(H20年度 )

6.5万円 8.3万円 19.3万円 4.9万 円
※平成18～ 20年度の保険料の全国平均額
4,090円 (月 額)の 12か月分

保険料の

仕組み

○

○

都道府県単位で料率設定

個人単位で賦課

０

０

市町村単位で料率設定

世帯主に賦課

○ 被用者保険者単位で料率設定

○ 被保険者に賦課

※ 事業主負担が発生するため、本
人負担額は保険料額の半分程度

○ 市町村単位で保険料額を設定

(段階別の定額制)

○ 個人単位で賦課

保険料の

上限

50万円 (個人単位 ) 63万円(世帯単位) 186万円(被保険者単位 ) 市町村ごとに定めた保険料段階の

最高段階の額

保険料の
軽減

【低所得者】

均等割額 ;9割、3.5害 1、 5害1、 2

割を軽減、
所得割額 ;5割を軽減

【被用者保険の被扶養者であつた方】

均等割額 ;9割を軽減

【低所得者】
応益割額 :7割、5割、2割を軽減

【後期高齢 者 医療制 度 の激変緩和 】

後期高齢者医療制度の施行に伴い、後期と国

保で別れる世帯の負担の増加を抑えるため、応

益割あ軽減判定の際、後期に加入する国保の被

保険者であつた方についても、算定対象とし、従

前と同じ軽減割合を適用できるようにしている。

【低所得者】
保険料基準額に対し、5割、2.5割
を軽減
※軽減の割合は、市町村が定める割合に

基づき変更可能

保険料の

徴収

○ 個人単位で徴収

○ 原則、年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、

口座振替による支払いも可

〇 世帯主から徴収

065歳 以上の世帯については、
原則、世帯主の年金からの支払い

※ 年金からの支払いに変えて、

日座振替による支払いも可

065歳 未満の世帯については、
窓口・口座振替による支払い

○

○

被保険者及び事業主から徴収

被保険者の給与から支払い
○ 個人単位で徴収

○ 原則、年金からの支払い

腫]仄製轟嚢馨i鏑甕屹晏霧ittI秘轟沐郵  卜li:[:i拿11翼褥[III[[1[i[軍蓮‡:聾温葛る。

画 鏃 薗 凛 漏 鶉 島  零
…
帥 ¨ 峠 剛 斡 (34%)を基に算定したもの。
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柵欄齢帽甜肺翻鵬
後期高齢者医療制度 市町村国保 被用者保険 (協会けんぽ)

【例 I 単身・厚生年金】
後期高‐齢者医療制度「市町村国保では、

単身 年金収入 201万円
協会けんぼでは、
単身 給与収入 201万円  と仮定。

【全国平均】

52,300円

【全国平均】

93,900円

【協会けんぼ】
187,700円

自己負1旦   93,900円 (事業主負担を除く)

【例Ⅱ 夫婦:厚生年金】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 201万円
妻 年金収入  79万円
協会けんばでは、

夫 給与収入 201万円
妻 給与収入 79万円   と仮定。

【全国平均】

夫     52,300円
妻     33,400円
世帯合計  85,700円

【全国平均】

世帯合計  115,800円

【協会けんぽ】
夫    187,700円
妻         0円
世帯合計  187,700円

負担無し。

【例Щ 単身.標準報酬】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

単身 年金収入 380万円
協会けんばでは、

単身 給与収入 3色 0万円  と仮定。

【全国平均】

210,700円

【全国平均】

226,900R

【協会けんぽ】
354,900円
177,500「k事業主負担を除く)

【例Ⅳ 夫婦・高収入】
後期高齢者医療制度・市町村国保では、

夫 年金収入 600万円
妻 年金収入 79万円
協会けんぽでは、
夫 給与収入 600万円
妻 給与収入 79万円

【全国平均】
夫
妻        55,

700円
41, 700円

世帯合計  397197,400円

【全国平均】

世帯合計 389,500円

【協会けんぼ】
夫    560,400円
妻         0円
夫婦合計  560,400円

負担無し。

刈籍奪眠炎色gЬtt■福根鶉 籠i      「拿受給額錨働

※b醜
思騒占占露腱焼漠議鴬曇轟繁品為1の

全国平均保険料率等研 行
割率 ■ 35%、 資産割額 lQ l“ 円、均等割額 2■ 37酬、平等割額 2● 741印額 用。

※4協会けんぱにおいては、平成22年度の保険料率(934%)を使用も
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◎
　
１
．

後期高齢者医療制度の保険料の算定方法について

後期高齢者医療制度は、個人単位で保険料を算定し、被保険者が納付義務を負う。

被保険者の均等割額及び所得割額を合算したものを保険料額とする。

被保険者の旧ただし書き所得
(総所得金額から基礎控除を除いたもの)

2.世帯主及び世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、均等割額に軽減を適用する。

世帯主及び世帯に

属する被保険者分を

合算した額

被保険者の所得に応じて、所得割額に軽減を適用する。

所得割を負担する方のうち、所得の低い方 (具体的には年金収   匡⇒
入 153万円から211万円まで)の場合

施行当初は、「保険料の均等割 :7割・5割・2割l軽減」であつたが、施行後
の見直しにより、「保険料の均等害1:9割・

.5割・5割・2割軽減、所得割:5割軽減」となつている。

被用者保険の被扶養者であつた方については、均等割額のみとし、当該均等割額
に9割の軽減を適用する。

当初、制度加入時から2年間の軽減措置(均等割5割軽減)を講じることとしていたが、施行前
に、①平成20年 4月 ～9月の半年間は凍結し、

TT義寡毬詔皐「現電輩璃亀暑穐冒頭甦嚢
減」することとした。
-20-

均

(41,500F月 )

十 (765%) ()内
は平成 20・ 21年度は全国平均値。

「

ト

リ

:年金収入―公的年金等控除-15万円

給与所得控除

均等割のフ割軽減を受ける世帯のうち、被保険者全員が、年金収入80

万円以下(その他各種所得がない)の場合

[33万円]以下

[33万円+(24.5万 円 X世帯主以外の被保険者数)]以下

[33万円+(35万円 X世帯に属する被保険者数)]以下

⇒

⇒

⇒

⇒

9割軽減 (※ )

8.5割軽減 (※ )

5割軽減

2割軽減

被保険者の旧た

だし書き所得

3.

×  5害1軽減

※

８

４
．

※



後期高齢者医療制度の保険料軽減

li聯判 [蜀蒻 説鰯 段艦 樵 脩 趾 κ磋墓履夷乱常デ雫卍言鷲暮亀
°

ける方は、一律8.5割軽減とした。
ては、10・ 12・ 2月 の保険料の徴収を行わない。)

21年度以降においても継続することとした。

【年金収入でみた軽減イメージ(平成22年度)】

【夫婦世帯の例(妻の年金収入80万円以下の場合)】 ′
′

′石130億円
′  (約 110

7割軽減

153万 円

応
能
分

〔所
得
割
〕

応
益
分

被
保
険
者
均
等
割

:211万円

192.5フラP町
-21-

238万円

5割軽減
(約 30万人 )

8.5割軽減
(約 200万人)9割軽減

(約 290万人)

80万 円 168万 円
年金収入



被用者保険の被扶養者の9割軽減措置の継続について

○

○

○

被用者保険の被扶養者であつた方については、制度加入時から2年間の軽減措置 (均等割
5割軽減 )に加えて、

口平成20年 4月 ～9月 の半年間は凍結し、
・ 平成20年 10月 ～平成21年 3月 の半年間は、均等割を9割軽減した額とした。

平成21年4月 から平成22年3月 までの1年間においても、同様に9割軽減の措置を継続。

平成22年度以降についても、同措置を延長するため、高齢者医療確保法を改正し、地方負担の期間を延長。

※ 被用者保険の被扶養者であつた方の均等割の軽減(5割分)に対して行う地方負担の財源措置に
ついては、

法律上「加入後2年間」とされているが、これを削除し、当該財源措置を
「当分の間」延長することとした。

<所要経費等>
本来

保険料

均等割

9害J減

均等割
5害1減

22年 4月

-22-

20年 4月 20年 10月 21年 4月 23年 4月



↑
―

保
険
料
額

後期高齢者医療制度の賦課限度額の設定の考え方について

(参考)後期高齢者医療制度において、年間保険料額が

上限(50万円)に達する年収について

東京都…・年金収入9,410,000円
給与収入9,530,000円

(所得割率6.56%、 均等割額37,800円 )

福岡県…E年金収入7,050,000円

給与収入7,120,000円

(所得割率9.24%、 均等割額50,935円 )
所得がある方の割合

(20年度推計値 )
全国平均…口年金収入8,300,OOO円

給与収入8,380,000円

〇以下の理由により、後期高齢者医療制度の賦課限度額を50万円と設定している。

・ 限度額を低く設定すればするほど、この傾きがきつくなり、中間所得層の負担が重
くなる。

E限度額を高く設定すればするほど、この傾きが緩やかとなり、限度額に近い高所得者の負担が増え、

給付と保険料賦課額のバランスが悪くなる。

※賦課限度額を超える

-23-

(所得割率7.65%、 均等割額41,500円 )



後期高齢者医療制度における不均―保険料率の特例について

◎医療費の地域格差の特例のイメージ (例 :条例で定める期間を
「6年」とした場合)

保険料率は、広域連合区域内均―を原則とするが、次の場合には、不均
―の保険料率を設定することができる。

① 医療の確保が著しく困難である地域における特例(恒久措置
:3地区)

乱 霧秋黒畠ズlЪξf凛留Ъ轟曇おじ[1瘍 肇亀写署こL駐
料率、後期高齢者医療給付費等を勘案して、均―保険料率の50%を下
できる。

② 医療費の地サ格差の特例(経過措置:99市町村)                               
｀

高麗趙群獣:需雪霧翡曇灘凛翡 [写愁±』蒋璽斐夏長雫富蓼躍釘
印ては`施行後最長6年の鋼

※均―保険料との差額については、公費(国 1/2、 都道府県1/2)で負担する。

均―保険料率
との差が 1/6

以内になるよう
設定

均―保険料率

との差が 2/6

以内になるよう

設定

均―保険料率
との差が 3/6

以内になるよう
設定

1 平成24・ 25年度コ 平成 26年度以降

均一保険料率 10.0%

A町の老人医療給4,0%

付費をもとにした

保険料率



均=保険料率

平成20年度・ 21年度 平成 22年度 。23年度

均等割額
(P9)

所得割率
(96)

均等割額
(P5)

所得割率
(0/● )

北海道 43,143 9.63 44,192 10.28

青森県 40,514 7.41 40,514 7.41

岩手 県 35,800 6.62 35,800 6.62

宮城 県 38,760 7.14 40,020 7.32

秋 田県 38,426 7.12 38:925 7.18

山形県 37,300 6.85 38,400 7.12

福島県 40,000 7.45 40,000 760

茨城 県 37.462 7.60 37,462 7.60

栃木県 37,800 7.14 37,800 7.18

群馬県 39,600 7.36 391600 7.36

埼玉県 42,530 7.96 40,300 7.75

千葉県 37,400 7■ 2 37,400 7.29

東京都 37,800 6.56 37,800 7.18

神奈川県 39,860 7.45 39,260 7.42

新潟県 35,300 7.15 35,300 7.15

富山県 40,800 7.50 40,800 7.50

石川県 45,240 8.26 45,240 8.26

福井県 43,700 7.90 43,700 7.90

山梨県 38,710 7.28 38,710 7.28

長野県 351787 6.53 36,225 6.89

岐阜 県 39:310 7.39 39,310 7.39

静岡県 36,000 6.84 36.400 7.11

愛知 県 40,175 7.43 41,844 7.85

二重県 36,758 6.79 36,800 a83

滋賀県 38,175 6.85 38,645 7.18

後期高齢者医療制度の平成22年度及び23年度の保険料率等について(1)

被保険者一人当た り保険料額

(年額 :円 )

平成21年度

平成22年 度 (見

|

△額 )

増加率

62,217 65,319 1050

39,975 39,939 0999

38,270 38,342 1002

52,308 53,998 1032

37,108 38,110 1_027

38,782 40,678 1049

45,083 45,473 1009

49,660 46,992 0946

48,939 48,886 0999

51,786 52,349 1011

74,230 71,609 0965

64,279 64,909 1 010

84,274 88,439 1049

85,890 85,724 0998

43,137 42.206 0978

54,959 54,951 0999

59,481 59,973 1008

54,386 54.178 0996

46,325 46,195 0997

45,770 48,023 1049

54,576 55,162 1011

59,100 59,571 1008

73,998 77,658 1049

49,321 50,102 1 016

54,369 56,103 1032

収入別の保険料額の例

(年額 :円 )

平成21年度 平成 22年度・ 23年度

基礎年金
受給者

(年金 収 入 79万円 )

平均的な
厚生年金受給者
(年 金 収入 201万 円 )

基礎年金
受給者

(年金 収 入 79万 円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
(年金 IIR入 201万 円 )

4,300 57,600 4400 60,000

4,000 50,100 4,000 50,100

B,500 44,500 3,500 44,500

3,800 48,100 4,000 491500

3,800 47,800 3,800 48,300

3,700 46,200 3,800 47.800

4,000 49,800 4,000 50,200

3.700 48,200 3,700 48,200

3.700 47.300 3,700 47,400

3,900 49,300 3,900 49,300

4,250 53,120 4,030 50,840

3,700 47,000 3,700 47,400

3,700 45,900 3,700 47,400

3,980 49,760 3,920 49_210

3,500 45,400 3,500 45,400

4,000 50,600 4,000 50.600

4,524 56.016 4,524 56.016

4,300 53,900 4,300 53,900

3,870 48,440 3,870 48,440

3,500 44.300 3,600 45,500

3,900 49.100 3,900 49,100

3,600 45200 3,600 46,100

4,000 49,900 4,100 52300

3.675 45,702 3,680 45,832

3,817 46,980 3.864 48,148
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後期高‐齢者医療制度の平成22年度及び23年度の保険料率等について (2)

均―保険料率

平成 20年度・ 21年度 平成22年度・ 23年度

均等割額
(円 )

所得割率
(96)

均等割額
(円 )

所得割率

(96)

京都府 45,110 8.29 44,410 8.68

大阪府 47,415 8.68 49,036 9.34

兵庫 県 43,924 8.07 43,924 8.23

奈良県 39,900 7.50 40,800 7.70

和歌 山県 43.375 7.92 42,649 フ.91

鳥取 県 41,592 7.75 40,773 7:71

島根 県 39,670 7.35 39,670 7.35

岡山県 43,500 7.89 44,000 8.55

広島県 40,467 7.14 41,791 7.53

山口県 47,272 8.71 46,241 8.73

徳島県 40,774 7.43 43,990 8.03

香川 県 47,700 8.98 47,200 8.81

愛媛 県 41,659 7:85 41,227 7.84

高知 県 48,569 8.88 48,931 8.94

福岡県 50,935 9.24 52,213 9.87

佐賀県 47,400 8:80 47.400 8.80

長崎県 42,400 7.80 42,400 7.80

貫長J卜甥誕 46.700 8.62 47,000 9.03

大分 県 47.100 '8.78 47,100 8.78

宮崎県 42,800 7.95 42,500 7.55

鹿児島県 45,900 8.63 45,900 8.63

沖縄 県 48,440 8.80 48,440 8.80

全 国 41,500 7.65 41,700 7.88

○ 均=保険料率 (均等割額及び所得割率)は、平成22年度及び23年度とも同
じであるが、被保険者一人当たり保険料額は、被保険者の所得水準の変化等の影響を受

けることから、各年度において異なる額となる。このため、均
一保険料率の据置き又は引下げを行つた広域連合においても、被保険者一人当たり保険料額は増加して

い

る場合がある。

○ 被保険者一人当たり保険料額は、保険料改定に係る条例改正案提出時における見込額であり、被保険者ごと
の保険料額が確定する6月から7月時点の額とは異なる。

収入別の保険料額 の例

〈年額 :円 )

平成2 年 度 平成 22年 度・ 23年 度

基礎年金

受給者
(年 金 収 入 70万 円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
(年金 収 入 201万 円 )

基礎年金
受給者

(年 金 収 入
'9万
円 )

平 均 的 な

厚 生 年 金 受 給 者
〈年 全 収 入 201万 円 )

4.511 55,984 4,441 56,360

4,741 58.764 4,903 61,644

4,392 54.507 4.392 54 89 1

3.900 49.900 4.000 51,100

4,300 53.700 4.200 53,100

4,100 51,800 4,000 51.100

3,960 49,370 3,960 49,370

4,300 53,700 4,400 55,700

4,046 49,509 4,179 51.504

4,727 58,721 4,624 57,944

4,000 50,400 4,300 54,400

4,700 59,700 4,700 58,900

4,160 52,160 4,120 51,790

4,856 60,167 4,893 60.600

5,090 62.920 5,220 65,450

4,700 59,000 4,700 59,000

4,200 52,600 4,200 52,600

4.600 58,000 4,700 59,200

4,700 58,700 4,700 58,700

4,200 53,300 41200 52,100

4,500 57,400 4,500 57,400

4,844 59,872 4,844 59,872

4,150 51,600 4,170 52.300

被保険者一人 当た り保険料額

(年額 :円 )

平成21年度

平成22年度 (見 込額 )

増加率

70.665 70,969 1004

76.833 80,728 1051

70,041 71,095 1015

62,202 63,881 1027

50.196 50,196 :000

48,097 47.569 0989

43,067 43,342 1006

56,621 59,013 1042

60,310 63,801 1_058

64,779 64,299 0_993

44,913 48,391 1077

63,540 63,422 0998

49,801 49,779 0_999

52,331 53,106 1015

71,851 75,401 1.049

53,795 53,720 0999

49,334 49,496 1003

50,443 51,931 1_030

52,710 53,159 1009

43,965 42,760 0973

44,215 44,488 1006

52,510 52,964 1_009

62,000 63,300 1021
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国民健康保険料 (税 )の算定方法

世帯の

世帯の被保険者

2.各世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、

軽減基準所得

年金受給者 (65歳以上)1年金収入一公的年金等控除-15万 円

給与所得者 :給与収入一給与所得控除

[33万円]以下

[33万円+(24.5万 円 X世帯主以外の被保険者数)]以下

[33万円+(35万円 ×世帯に属する被保険者数)]以下

3.各世帯の応能割額、応益割額 (軽減適用後)を合算して、保険料総額を決定する。

保険料総額

方式、所得割・均等割の2方式がある。
世ヽ帯
加

し

　

４

◎
　
１
．

てしと額定ま宝●産資だた直均平国

す̈る。

(

応益割額

「

ト

リ

１

¨
酬

×

　

×

世帯合算した額

匡⇒ 7害1軽減

匡⇒ 5割軽減

匡⇒ 2割軽減
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国民健康保険料 (税)における所得割の算定基礎

○ 国民健康保険料(税 )の所得割算定方式は7通りある。

※保険者数は平成20年度末の数値

定方式(旧ただし書方式/1,663保険者)１

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

２

総所得金額

総所得金額

算定基礎

(旧ただし書き所得 )

※平成22年度からは採用している保険者は無し)

算定基礎

(本文方式所得)

来住民税非課税世帯は所得をゼロとして、保険料は賦課しない保険料算定方式(算定特例方
式/1保険者)′

3.住民税額∝)を算定基礎とした保険料算定方式(住民税方式/37保険者)

総所得金額

算定基礎

(住民税方式所得 )

(注 1)算定基礎となる住民税額は以下3通り(上の模式図は①)

①市町村民税所得割額、②市町村民税額、③市町村民税
及び導府県民税の合計額

(注2)所得に応じてそもそも住民税非課税となる場合がある。

-28-
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国民健康保険料 (税)の軽減等について

○ 市町村 (保険者)は、国民健康保険の給付費の約50%を被保険者が負担する国民健康保険料
(税 )により賄うこととされている。

○ 国民健康保険の保険料 (税)については、被保険者の保険料負担能力に応じて賦課される応能分
(所得割、資産割 )と、受益に応じて等しく被保

険者に賦課される応益分 (被保険者均等割、世帯別平等割)から構成される。

○ 低所得等の事情のある被保険者については、応益分を軽減 (7割、5割、2害1)する制度を設けている。

保
険
料
（税
）
額 応能分(50%)

(所得割・資産害1)

7割軽減
5害1

2害1

応益分(50%)
暇 保険看均寺吾1・世帝別半寺吾1'

168万円

|

5万円

夫の年金収入

年金受給者 (65歳以上)+配偶者 (年 79.2万 円)の 2人世帯の場合

(基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式 (l日ただし書方式 ))

-29-
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平成22年度における市町村国保の保険料 (税 )の見直し

【平成22年 4月施行】

①保険料(税 )の保険料賦課限度額を4万円引き上げる。

②保険料(税 )を減額賦課する際、応益割合にかかわらず7・ 5・ 2割軽減を可能
とする。

保険料 (税 )額

上限額63万円 (見直し後 )

上限額59万円 (見直し前 )

応能保険料 (税 ):所得割、資産割

応益保険料 (税 ):被保険者均等割、世帯別平等害1

市町村の実情に応じた保険料 (税 )の設定

中間所得者層の被保険者の負担に配慮

従前】応益割合に対応する軽減割合

55%以上

5害1車翻咸

35-45%

②保険者の判断により応能・応益

割合を設定した上、7・ 5・ 2割軽

減を行うことが可能となる。
5割軽減

①響議署長饉椰 曇Wi昇ず
｀



国民健康保険料 (税)の保険料の上限額の設定について

○ 現行の国民健康保険料(税 )の賦課上限については、

3‐書蘇署費麗輩¥詔窪霧豪程聾      撃Z罷駐めのもの)12万円
を合わせて、59万円としていたところ。

○ これまで賦課上限を、毎年度見直し、必要に応じて引き上げてきたところであるが、厳し
い経済情勢

が続くなか、被保険者の所得の伸びが見込まれず、これまでどおり、賦課上限額を超える世帯
が全体

の4%となるように設定していると、中間所得者層の負担が重くなること等を考慮し、平成22年度から

8言 警翼菱動霧肇』峯幕 顧 冒梶ギ摯古卑 引墓 ゆ
を合わせて、63万円とすることとした。

被用者保険の保険料に係る標準報酬月額等の上限の設定について

○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる標準報酬月額については、被保険者全体
に占める標準報酬

月額等級の上限に該当する被保険者の割合が可%となるよう、その上限については、報酬月額
が1,¬

75千円以上の場合に1,210千円としている。
○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる賞与の賦課上限額については、

標 準 報 酬 月 額 の 上 限 (1,210千 円 )X4.46ヶ 月 (平成17年度人事院勧告において比較対,こ
としている民間の年間賞与月数 )

を基に、540万円としている。

※
霧曇昼毅翫賃墨霊窓讐野雷呈譜夏

のとおり
1(尋平蟄講議護芳晋習ilモ (平成22凛度)

(1,210千 円 X12ヶ月+5,400千円)X9.34%=約 186万円
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介護保険料 (第 号保険料)について

:

:

市町村民税本人非課税  1市町村民税本人課税

(保険料基準額

第1段階

生活保護受給者

第3段階

世帯全員が市町

村民税非課税

かつ本人年金収

入80万円超等

第4段階

本人が市町村

民税非課税

(世帯に課税者
がいる)

第5段階

市町村民税課税

かつ基準所得金

額200万 円未満

第6段階

市町村民税課税

かつ基準所得金

額200万円以上

量こ灘 昇軋覗議

=題

τ鑽 。

の者の人口比で按分し、市町本

1(保

険者)は、

○ 介護保険料は、低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税
の課税状況等

に応じて段階別に設定されている。(標準は6段階)

※ H21～ 23年度の保険料の全国平均額 (月額)は、4′ 160円となつている。

X) 1.5

1.25

1.0

0。75

0.5

― |→
:

:

:

第6段階第4段階
ヽ

第5段階
′
′

第3段躍
1

1

職

・′
: 第2段階

/       ′/ 収入

第2段階

世帯全員が市町

村民税非課税

かつ本人年金収

入80万円以下等
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後期高齢者医療制度の保険料の年金からの支払いについて

1 年金からの支払い(天引き)の仕組み
・2ヶ月毎の年金支給の際に、公的年金から、2ヶ月分の保険料を引き落とし

:平成12年に介護保険において保険料の年金からの支払いを導入

※年金からの支払いの主な理由

① 被保険者の皆様に、個別に金融機関等の窓口でお支払いいただくなどの手間をお
か

② 保険料の徴収に係る行政の余分なコストを省く

2年金からの支払いの対象者

り         
1ヾ8万以上
下
あり、

※ 75歳以上の高齢者の約8割が対象

原則として、全ての方について、平成2¬ 年4月 から、口座振替と年金から
の支払いとの選択により、保

険料の納付をできるようにした。

※平成22年 4月 ;年金からの支払い件数 約1077万件、口座振替
へ切り替えた件数 約75万件(平成20年 10月 からの累計)

かつ、②介護保険料と合算した保険料額が年金額の
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国民健康保険料 (税 )の年金からのお支払いの対象者について

○ 国民健康保険1手おける特別徴収対象者

国民健康保険では、原則として、平成20年 4月 より、世帯内の国民健康保険の被保険者
が、世帯主の方

も含めて全員、65歳から74歳までだけの世帯の世帯主の方の受給している年金から、保険料をお支払
い

いただく仕組みを導入しているところ。
一

―

‥

一一

く特男1徴収口普通徴収の判定例>

【例1】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)68歳の場合

【例2】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)63歳の場合

【例3】 世帯主(後期)78歳、妻(国保)68歳の場合

【例4】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)68歳、子(社保)40歳の場合

↓

↓

↓

↓

特別徴盤
普通徴収

普通徴収

特別徴:堕

また、後期高齢者医療制度と同様、

① 年金額が年額18万円 (月額1万5千円)未満の場合

は、年金からの徴収の対象としない取扱いとしているところ。

原則としそ、全ての方について、平盛21年 4月 から、口座振替と年金からの支払
し,ヽとの選択により、保険料

の 納 イ寸をできるよう|ラした二

:、件数 約174万件、口座振替へ切り替えた件数 約51万件 (平成20年 1()月 からの累計 )
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法について

【後期高齢者医療制度における保険料の納付】

○ 後期高齢者医療制度の保険料の納付義務者は、高齢者の個々人。
〇 以下の要件を満た丁高齢著あ保険料については、年金からの特別徴収を実施。

<要件>

この保険料との合算額が年金受給額の1/2以下

)こ とについての申し出がない

※ 国民健康保険においては、上記の要件に加え、世帯主を含む被保険者全員が65歳以上の世帯のみ
年金からの特別徴収の対象としている。

<対象者数>
約1,077万人 (I成 22年4月の年金支給時)

たな制度における保険料の納付】

o 新たな制度においては、
。 国保に加入する高齢者の保険料については、同一世帯の他

の現役世代の保険料と合算し、

.サ裏蕎馨棋模に加入する高齢者の保険料は、各被用者保険
の算定方法・徴収方法を適用

したがって、以下の75歳以上の高齢者は保険料の納付義務がなくなる。

75歳以上の高齢者

約1,400万人

○

被用者保険へ移行する75歳以上の高齢者
,本 人 :事業主が本人負担分と事業主負担分を合わせて被用
者保険者へ納付 ⇒ 約30万人
被扶養者 :保険料負担無し ⇒ 艶座迪五人

国保の世帯員となる75歳以上の高齢者 :世帯主が納付

⇒ 約300万人 ※ 平成19年度国保実態調査より  、



健保組合間の保険料率のばらつき

個々の健保組合の保険料率を見れば、45%ο未満から95%ο超まで、ばら
つきがある。

協会けんぽ(政管健保)の保険料率 (平成20年度:82%o)を上回る組合数も、全体
の約2割弱存在する。

100

― ― ― ― “ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ~~ニ ニ i39-

―――――――――~― ――……τ5~

全組合の平均

73.08%o(19年 度 :1518組合)

73.80%o(20年度 :1497組合)

口19年度決算  ■20年度決算見込み

255251

- -92 +g

保険料率が82%。 (政管・協会けん

ぽ料率)を超える組合は、

平成19年度は、252組合 (全組合

の16.7%)、 平成20年度は、276

組合 (全組合の18.4%)

― ― ― ― ―
“
―
■ 誌

―
“
~~~~― ― ― ― ―

1

82%0～   85%。 ～

85%。未満 90%。未満

9O%oo- 95%.0)L
9s%"*ffi

/。。～   50%o-   55°/00～

,未満 55%。未満 60%。未満

二は調整保険料率が含まれる。

60o/oo-

5s%"*ffi
65%O-    70%0´ψ

70%。未満 75%。未満

75%0-    80%0-     82%。

80%。未満 820/。。未満
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うち被保険者うち事業主

莱票薔釜支ilttI蚕を商スλることで、保険料を低く設定してぃる組合がある。

健保組合の保険料率
二覧(平成20年度決算見込)

保険料には、調整保険料を含んでいる。

平均標準報酬月額 X12ヶ 月+平均標準賞与〈年間)

うち被保険者うち事業主
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医療保険制度における患者負担の推移

平成9年9月～ 平成¬3年 1月～
平成14年

¬0月～

平成15年

4月 ～

平成18年

10月 ～
平成20年4月 ～～昭IB4フ 年

12月
略

“

8年1月～ 昭和58年2月～

老人医療費

支給制度前

老

　
　
人

老人医療費支給制度

(老人福祉却

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後期高齢者

医療制度

国

保
3割

な し

入院300円 /日

外来400円 /月

-1,000円 /日

→  500円 /日

(月 4回まで )

+薬剤一部負担

定率¬害1負担

(月額上限付き)

*診療所は

定額制を選択可

…

離

高額医療費創設

定率 ¬割負担

(現役並み所得者 2割 )

定率:1割負担

(現役並み

所得者 3割 )

1割負担

(現役並み所得者 3割 )

７

０

～

７

４

歳

2割負担 (※ ).

(現役並み所得者 3割 )

※ 1割に凍結

被

用

者

本

人

額

担

定

負

若

　

　

人

国   保

3害 1

高額療養費創設 (S48～ )

入院 3割

外来 3割 +薬剤一部負担

3害 1

…離

3害 J

７

０

歳

未

満

3害嘔

(義務教育就学前 2割 )被

用

者

家

族

5害1

者
　
人

用被

本

定額      → 1割 (S59～ )

高額療養■創設

入院 2割

外来 2割 +薬剤一部負担

被用者

家 族

3害1(S48～ )→入院 2割 〈S56～ )

高額療養費創設  外来 3割 (S48～ )

入院 2割

外来 3割 +薬剤一部負担

(注 )・ 1994(平成 6)年 10月 から入院時食事療養費制度創設、
2006(平成 18)年 10月 から入院時生活療養費制度創設

・ 2002(平成 10年 10月 から 3歳未満の乳幼児は 2割負担に軽減、2008(平成 20)年 4月 から義務教育就学前
へ範囲を拡大
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各医療保険制度における給付の内容

給付の内容

給付の種類 被用者保険後期高齢者医療制度

【患
者
負
担
】

診療、薬剤の支給その他の医療サービ

ス(現物給付 )

【義務教育就学前の方】医療費の2割

【70～74歳の方】EE療費の2割 (1割に凍結中)

(現役並み所得者は3割 )

【上記以外の方】医療費の3割

医療費の1割

(現役並み所得者は3割 )

保険外併用療養費

訪間看護療養費

医療サービスに係る現物給付ができな

い等の場合に支給 (現金給付)

高額介護合算療養費

必要な医療を行える最寄りの医療機関まで、その傷病の状態に応じ最も経済的な経路及び

方法により移送された場合の交通費等の費用駆師鰭鷲≧篭∬螺
こ

(現金給付 )

市町村の条例に規定する金

額 (1～ 5万円程度 )
広域連合の条例に規定する

金額 (2～ 5万円程度)
薇保険者等が死亡したとき、葬祭の費

用として支給 (現金給付)葬祭費・埋葬料

原則として38万円 (平成23年 3月までは42万円)出産等の費用として支給(現金給付)出産育児一時金

1日 につき標準報酬日額

の3分の2相当額
広域連合又は市町村の条例に規定して実施することができる

こととされているが、実施しているところはない。

被保険者が出産又は傷病により労務に

服することができないときに支給 (現金

給付)

出産手当金

傷病手当金
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○

○

○

○

入院時食事療養・生活療養費

入院時食事療養費は、保険医療機関に入院したときに必要となる食費
について、その一部を支給し、患者負担の軽減を図る仕

組み。

入院時生活療養費は、65歳以上の方が保険医療機関の療養病床に入院
したときに必要となる居住費について、その一部を支

給し、患者負担の軽減を図る仕組み。

それぞれの支給額は、食費及び居住費について定めた
「基準額」から、被保険者が負担するも6Dとして定めた

「標準負担額」を

控除した金額

支給方法は、各保険者が被保険者に代わり保険医療機関に直接支払
う現物給付方式

※1:難病等の入院医療の必要性の高い方の負担額
は、1食 260円等 (居住費の負担なし。)

※21管理栄養士等による栄養管理、適時
・適温の食事等が提供されている場合に限る。

※3過去1年間の入院日数が90日超の場合、160円

※4老齢福祉年金受給者の場合はさらに軽減

-40-

支給額

標準負担額
(患者負担 )

<標準負担額の例>

左以外の方

(一般病床など)
療養病床に入院する

65歳以上の方(※ 1)

1食につき

260円
(食費)1食 460円 (※ 2)

(居住費)1日 320円

1食につき

210F](※ 3)
(食費)1食210円

(居住費)1日 320円
市町村民税非課税の世帯

に属する方等

1食につき

100円
(食費)1食 130円

(居住費)1日 320円 (※ 4)
上記のうち、世帯全員が

一定の所得以下

(参考)介護保険施設 (多床室)に入所している方の例

標準的な利用者負担額
(食費)1日 1380円
(居住費)1日 320円

年金 80万円超で市町村民

税非課税の方

(食費)1日 650円
(居住費)1日 320円

年金 80万円以下の方
(食費)1日 390円
(居住費)1日 320円

生活保護を受給している方
(食費)320円
(居住費)0円



高額療養費制度の概要

°
』蠣下劃
歴績  :が蕩ξ猪儡豪盤属t義ど原増墨君曇彗1浅蠍錦鍬R

O自 己負担限度額は、被保険者等の所得・年齢に応じてきめ細かく設定

<後期高齢者医療制度における一般的なケース (患者負担割合「1割」・限度額「一般」)>

医療費 100万円

窓口負担 10万円

k
高額療養費として支払い 10万円-44,400円 =55,600円

○ なお、保険医療機関に入院した場合については、高額療養費を現物給付化し、窓口での支払を自
己負担

限度額までにとどめている。

(例 )75歳の被保険者 (患者負担割合「1割」、自己負担限度額441400円 )が入院し、医療費が約100万円かかつた場合。

償還払いの場合

③高額療養費
(約55,600円 )の支給

現物給付の場合

①一定の限度額
(44,400円 )を支払

被保険者※
③高額療養費

※70歳以上の低所得者及 (約55,600円 )等の
び70歳未満の方は、事前 支給

短」菫Y認聾譲
定を受けてお ご塾町
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高額療養費の自己負担限度額について

○ 医療保険制度においては、以下のとおり被保険者の所得
口年齢に応じて月ごとの患者負担の限度額を設定している。

１

２

カッコ内の金額は、多数回該当の場合 (過去12月 に3回以上高額療養費の支給を受け
ていること)′″―「・V′……・― ―́一ア・忌暑員通罰啓あ見直しの凍結 (1割→2割 )を踏まえ、限度額も据え置かれているもの。70～ 74歳の方については、

考】介護保

※

※
　
Ｉ

上位所得者

(月収53万円以上 )

150,000円 +医療費の1%
(83,400「 ])※ 1

80,100円 +医療費の1%
(44,400「 ])※ 1一般

35,400円
(24,600円 )※ 1

低所得者

(市町村民税非課税 )

自己負担限度額

外来(個人ごと)    |_____型重壁壁望
44,400円

80,100円 +医療費の1%
(44,400F])※¬現役並み所得者

12,000円 ※2 44,400円 ※2一般

低所得者Ⅱ(市町村民税非課税 ) 8,000円
24,600円

15,000円
低所得者 1(年金収入80万円以下等 )

世帯の上限額

37,200円
(1)下記(2)または(3)に該当しない場合

24,600円

個人15,000円

○市町村民税世帯非課税

024,600円への減額により生活保護の被保護者とならない場合

:ハ 士 ET‖ 臣 ■呂4「F量 J卜型 雲首メ rみ、歯 生 金 笙 J7入 金 箱 +合 計 所 得 金 額 〕が 〔
|○市町村民税世帯非課税で〔公的年金等収入金額+合計所得金額〕が

80万円以下である場合

|○市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者

①個人15,000円
② 15,000円①生活保護の被保護者

②15,000円への減額により生活保護の被保護者とならない場合



高額介護合算療養費の概要

01年 間(毎年8月 1日 ～翌年7月 31日 )の医療保険と介護保険における自己負担の合算額が著しく高額になる場合に、負担を
軽減する仕組み。

①支給要件 医療保険上の世帯単位で、医療保険と介護保険の自己負担を合算した額が、限度額及び支給基準額(500円 )の合計額
を超えた場合に、当該自己負担額を合算した額から限度額を控除した額を支給する。

②限度額  年額56万円を基本とし、被保険者の所得口年齢に応じてきめ細かく設定。

③費用負担 医療保険者、介護保険者の双方が自己負担額の比率に応じて負担し合う。

医療の自己負担 30万円

【制度のイメージ)】
④支給額の連絡

医療保険者

③申請(②の証明書
②自己負担

医療保険上の世帯

医療保険受緒
●

介護保険受給者

○ 夫婦とも75歳以上 (住民税非課税)で、夫が医療サービス、妻が介護サービスを受けている世帯の場合

(介護サービス)特別養護老人ホームに入所(医療サービス)病院に入院

(年金収入)夫婦で年間211万円以下 (住民税非課税 )

今まで (20年 3月 まで ) これから(20年 4月 から)

医療費と介護費の自己負担 (合計60万
円)を支払つた後、各保険者に請求

自己負担限度額 (31万円)を一定程度

超えた場合に、当該超えた額 (29万



高額介護合算療養費の自己負担限度額について

刈 口

 l偏 覇 :鷺 菫 瑾 麓 魏 判 応 の自議 即 醸 樋 用す視

※370～ 74歳の患者負担割合の見直し (1割→2割 )の凍結を踏まえ、限度額についても75歳以上の方と同等に設定
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0年 額56万円(高齢者医療と介護保険の自己負担を合算した額の分布状況を踏まえて設定)を
基本としt被保険者等の所得・年齢に応じてきめ細かく設定している。

後期高齢者医療制度

+介護保険
被用者保険又は国保

+介護保険
(70歳 ～74歳がいる世帯 (※ 1))

被用者保険又は国保

+介護保険
(・70歳未満がいる世帯 (※ 2))

現役並み所得者

(上位所得者)_
67万円 67万円 126万円

一  般 62万円
→ 56万円 (※ 3)

67万円

低所得者

Ⅱ 31万円 31万円
34万円

Ｔ

ユ 19万円 19万円



現役並み所得者について

○ '70歳以上の方の患者負担 (保険医療機関の窓口で支払う金額)の割合は、原則
「1割 Jとしているが、現役世代と同

等の負担能力を有する方については、現役世代と同じ「3割」を負担していただくこととして
いる。

※11又入から公的年金等控除、必要経費、基礎控除、給与所得控除等の地方税法上の控除金額を
差し引いた後の額。

米
雀踏 鶴轟嘉舅&集昌裏需嘉馨肯等簿ぜ質留&急島乱

政管健保平
押
標準報酬月額を基礎として、

「

役世代の平均収入額を算出し(約 383万円)、 その金額から諸控除を

※3平成16年度の政管健保平均標準報酬月額                 
｀

oただし、上記の場合であつても、以下の要件に該当する場合は、負担割合は「1割」となる。

【要件】

世帯の被保険者全員の収入※
¬の合計額が520万円※2未満(世帯の被保険者が一人の場合は、

383万円※3未満)である場合等後期高齢者医療制度

国民健康保険
世帯の被保険者 (70～ 74歳の方に限る。)全員の収入の合計額が52()万円未満 (世帯の被保険者

(70～ 74歳の方に限る。)が一人の場合は、383万円未満)である場合等

被用者保険
被保険者及びその被扶養者 (70～ 74歳の方に限る。)の収入の合計額が520万円禾満 (彼扶養有

(70～ 74歳の方に限る。)がいない場合は、383万円未満)である場合等

鵠薯駿姦8峰λ響力喜翻fオ潔馨需軒琴継識bttT猛曇鵬樵。4万円■/AN的輸等腺199万円)≒ 520万円
書鱒 製 鸞 竜撃″:嚢運ビ 零量覆量聰 罫

IIII{IIIFllil旱 [縫 控除●205ゆ ≒I珀 35円145万円+(基礎控除(33万円)十給与所得控除(73万円)+社会保険料控除(・

１

２

　

　

３

※

※

　

※

世帯内に課税所得※
1の額が145万円※2以上の被保険者がいる場合後期高齢者医療制度

世帯内に課税所得の額が145万円以上の被保険者(70～ 74歳の方に限る。)がいる場合国民健康保険

被保険者が70歳以上であつて、その方の標準報酬月額が28万円
※3以上である場合被用者保険

-45-



4.医療サービス
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後期
～平成19

高齢者医療の在り方に関する基本的考え方
年4月 11日 社会保障審議会後期高齢者医療の在り方に関する特別部会

～

後期高齢者医療における課題基本的な視点

1複数の疾患を併有しており、併せて心
のケアも必要。

2慢性的な疾患のために、その人の生
活に合わせた療養を考えることが必要。

3複数医療機関を頻回受診し、検査や
投薬が多数口重複となる傾向。

4地域における療養を行えるよう、弱体
化している家族及び地域の介護力をサ

ポートしていく必要。

5患者自身が、正しく理解をして自分の
選択することの重要性が高い。

1 後期高齢者の生活を
重視した医療

2後期高齢者の尊厳に
配慮した医療

3後期高齢者及びその
家族が安心・納得できる

医療

1老化に伴う生理的機能の低下により、
治療の長期化、複数疾患への罹患(特

に慢性疾患)が見られる。

2多くの高齢者に、症状の軽重は別とし
て、認知症の問題が見られる。

3新制度の被保険者である後期高齢者
は、この制度の中で、いずれ避けること

のできない死を迎えることとなる。

'後
期高齢者にふさわしい医療の体系

1急性期入院医療にあつても、治療後の生活を見越した高齢者の評価とマネジメントが必要
2在宅 (居住系施設を含む)を重視した医療
・ 訪間診療、訪間看護等、在宅医療の提供
口複数疾患を抱える後期高齢者を総合的に診る医師

・ 医療機関の機能特性に応じた地域における医療連携

3介護保険等他のサービスと連携の取れた一体的なサービス提供
安らかな終末期を迎えるための医療

・ 十分に理解した上での患者の自己決定の重視  ・ 十分な疼痛緩和ケアが受けら,れる体制

後期高齢者の心身の特性等にふさわしい診療報酬については、この「基本的考
え方」に

基づき、今後、診療報酬体系の骨子を取りまとめる
べく検討を進める。



平成 22年度診療報酬改定の基本方針

.l,皇

逸暑層嘉皐尻臭違菅撃品争2漠健晃集IE青理鷹2畠管[讐、ロテ

階雷貌塁禽b医療を実現する視点」を今回の診療報酬改定の視点の一つ

として位置付けるべきである。           リ

董:菫][鞍遷信|[言i][亀:景量議蓬畠ぉ窪鷹壇瞥署羅鯉3〒1讐菅省祟怠菫塚Я
F一ション等の推進や、在宅医療や訪間看護、在宅歯科医療の推進など、

勇畠纏嵩源窪鍵懇どに対する適切な評価についても検討するべきであ
る。

〔I籟雉酔〕抜森
~

°
じi言言言:[ヨ量鵞[層:iliZ[言慇::書;li['i貫 I営i[:書[警l長[:[曇営[litti息摯:[曾[繁[青重:甘 i
O]言
う::31重蔀桑璽;:i:3:≒昌晶た薄量種ぜ壌看|こ員様話憲覇舗菫雇T議壽

'1詈

奮管写量長喜寒童[〉
て廃止することとするが、

Ⅱ 平成22年度診療報酬改定の基本方針 (2つの重点課題と4つの視点から)

０
９
”
■一



平成22年度 療報酬改定の概1要

社会保障審議会の「基本方針」

1.重点課題
・救急、産科、小児、外科等の医療の再建

・病院勤務医の負担軽減

2.4つの視点
充実が求められる領域の評価 など

3.後期高齢者という年齢に着目した診療報酬

体系の廃止

全体改定率   +O.19%(約 700億円)
輔  10年ぶりのネットプラス改定

急性期入院医療に概ね4000億円を配分

凶科 +2.09%(約 600億円)
調剤 +0.52%(約 300億円)
薬価等 ▲ 1.36%(約 5,000億円)

ヽ

―

―

―

―

―

‐

‐

ノ

・ 救命救急センター、二次救急医療機関の評価

・ ハイリスク妊産婦管理の充実、ハイリスク新生児に対する集中治療の評
1価

・ 手術料の引き上げ、小児に対する手術評価の引き上げ

からなるチーム医亜:の評

4つの視点 (充実が求められる領域の評価、患者から見てわかりやすい医療の実現など)

がん医療・認知症医療・感染症対策
口月干炎対策の推進、明細書の無料発行 など

期「高齢者医療の1診療報酬について

75歳という年齢に着目した診療報酬体系の廃止



後期高齢者医療の診療報酬について

関連の の廃止

口心身全体の管理を行う担当医の評価は高齢者に限つて行われる
べきでない

日本点数と機能が重複している生活習慣病管理料を全年齢対象とする

後期高齢者診療料 600点 →   廃■L

その他の後期高齢1者関連点数について
※「後期高齢者」との名称はすべて削除

>原 則として全年齢に拡大
(例 )後期高齢者特定入院基本料

→ 特定入院基本料

(退院支援状況報告書の提出により従来と同じ扱い)

口腔機 能 官 埋 料 三

後期高齢者退院時薬斉1情報提供料

算  }→
退院時薬剤情報管理指導料

薬剤管理指導料退院時服薬指導加 :

その他の見直し

(例)後期高齢者退院時栄養・食事管理指導料 →廃止 (栄養サポートチームカ日算で対応)

後期高齢者終末期相.談菫援畳盟連の点数の廃止

診療報酬上評価することについて国民的合意が得られていない

後期高齢者終末期相談支援料 200点 → 廃止

(介護との連携促進のため、65歳以上等を対象に)



平成22年度診療報酬改定における主要改定項目について
抜粋

V高齢者1医療の診療報酬についての診療報酬について

L以上という年齢に着目した診療報酬体系については、後期高齢者医療制度本体の見直
しに先行

き、診療報酬体系において「後期高齢者」という名称を削除するとともに、各項目
の趣旨・目的

を全年齢に拡大する。

高本する項目
(1)医科診療報酬における項目

①後期高齢者特定入院基本料
後期高齢者特定入院基本料について、名称から「後期高齢者」を削除するとともに、対象者を全年齢

に拡大する。ただし、新たに対象

となる患者については、退院支援状況報告書の提出により当該入院基本料の算定ではなく従来どおり
の出来高による算定も可能とする。

「重点課題 2-1-① 」の第 2の 5.を参照の■と。
→ (参照)5.後 期高齢者特定入院基本料について、名称から「後期高齢者」を削除するとともに、75歳以上に限定して

いた対象年
・  ―ヽ ― ―L… =に 白ヽ … ‐ ― ― `目 =:==…

 L::   1ヽ′ ‐ ■ い 普 ‐ 」

齢の要件を廃止する。ただし、新たに対象となる患者については、退院支援状況報告書の提出により、
当該入院基本料

の算定ではなく、従来どおりの出来高による算定も可能とする。

現 行 改定案

躍 (揃病欄 こ卿 超 えは 院す線 者 側 鰤 生労働
大臣が定める状態等にあるものを除く。))

【後期高齢者特定入院基本料】 (1日につき)

にあるものを除く。))                _

②薬剤情報提供料の後期高齢者手帳記撃加算

現在、入院中又は入院外において使用又は投薬された主な薬剤や副作用
の情報を、薬剤の重複投与や副作用の防止等の観点から、薬剤

服用歴を経時的に管理できる手帳 (いわゆる「お薬手帳」)に記載し、地域の医療機関や薬局
で共有し、管理できるようにする取組を現

行上評価している。
こうした薬剤管理に係る取組は年齢を問わず重要であることから、対象者を全年齢

に拡大する。ただし、必ずしも「お薬手帳」への記

捐  行 改定案      _ _

【薬剤情報提供料】     10点
注2 後期高齢者手帳記載加算 5点

の              
｀処方した薬剤の名称を当該患者

,数に加算。

T桑剤情報提供科丁      10点
注2 手帳記載加算  ユ重 改
処方した薬剤の名称を当該患者の求めに応じて手帳に記載 した

場合に、所定点数に加算。      ___
=51-

―′V…―・・…ロー・……―
がら、
・
憩暑あ求めがあつた場・合にのみ算定することとする。載を要しない場合もあること



③後期高齢者退院時薬剤情報提供料

rf$HHt#/5rlffi+i:nimli=Ea*fiJo),lH+FoggrsriEffi&t:t f&#frt1t=:r175&itftffltfrftt,E+fffL(L\'5"
r+4t+Fltlkt4lE測 岡 田7口 ″・ハ lan T:ヽ

“
い′:JV′ ―― 。不 …

―́ :口 Tい ― ― ―‐

.:勇モ政

~対

象 者 を 全 年 齢 に 拡 大するとともに1現在では同趣旨の評価であるため併算定こうした薬剤管理に係る取組は年齢を問わず重要であるこ

できないこととされている薬剤管理指導料の退院時服薬指導加算と統合
した評価とする。

④
           T奪 i詔ワlllTi普言歴竃ゝるため、入院期間が 1年を超える後期高齢者に対して褥癒等

の処置を行つた場合の費

層言守τ竜貿覇訂質縫畠纂讐皇与る患者における褥清等の予防
は年齢を問わず重要であることから、対象者を全年齢に拡大する。

現  行 改定案

【退院時薬剤情報管理指導料】
90点 改

(廃止 )

【

場合に、退院の日1回に限り算定する。

【薬剤管理指導料】

言翼i:暑骨詈[暑掌言恩墨ふ繕喜管蒋ξ楚場碁し壇腫締響守言だ
限り、加算する。                _
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現 行 改定案

【長期療養患者褥清等処置】

11[[1::首ダ乳雷隻程舌象企脈窯男雷事|こ栞走蔦ざ彗蝙:享る。

2 当該褥・・●処置に係る費用は、所定点数に含まれるものとする。
【精神病棟等長期療養患者褥清等1処置】

盤 改   、

8:「[子[量言[[l[ri倉[挙言‖[E曇:菖量章:[彎駆
イ 創傷処置 (熱傷に対するものを除く。)
(1)100面以上 500面未満

(2)500c絹以上 3,000c添未満

口 皮膚科軟膏処置
(1)100面以上 500面未満

(2)500o面以上 3,000o請未満

2 当該褥清処置に係る費用は、所定点数に含まれるものとする。
【後拠直盤童精

聟
病棟等処

言摺

イ 創傷処置 (熱傷に対するものを除く。)
(1)100c面以上 500ё請未満

(2)500耐以上 31o00面未満
口 皮膚科軟膏処置
(1)100面以上 500c請未満

(2)500赫以上 31 000cr未満

②
郷   り    け瞑…呻離幸駐

鷲奮霜裏詈瘍竃冨環視窯暫融合的に勘案し、よりきめ細かな歯科疾患
発能管理料を廃止し、歯科疾患在宅療養管理料を新設する。  .
嶺 → 廃止

その他の場合         130点
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[算定要件]

(1:::[景

::[:][う
言暑i書:貫量l[Ⅱ[量言曇[曇漂:言言EE[2骨〕][営 ::言:ラF艦倉[1:IIヽ
:とする。

(2)患者又はその家族の同意                     て`説明を行い、管理計画書を提供した場合又

は 1回目の歯科疾患在宅療                    塁計画書に基づく継続的な管理を行つている場

合であつて、その内容につ                    発合に月 1回に限り算定する。

(3)2回目の歯科疾患在宅痛                    斗の算定月の翌月以降月 1回に限り算定する:

(4)管理計画書には、患者C                    誕状況等)、 口腔内の状態、実施した検査結果

め要点等の情報を記載す
鼎ヒ属する歯科医師が当該患者の口腔内の状態に応じて口腔機能評価を行

い、当該評価結果を
(5)在宅療養支援歯科診療所

(♂喜曇藻冨詈鐙餌F:喜鞣鼻是模慧暴曇警匙夏甍懇暑急娼玉替是轟冒編糧曇電電響警F:口
算すZ5。

:電 l、ては、後期高齢者以外の患者における薬剤服用歴管理指導料と薬剤情報提供料を統
合し

日高齢者以外の患者に合わせて別の評価体系とする (年齢に関係な
く、薬剤服用歴管理指導料

「Ⅲ-7-④」を参照のこと。     
°

→ (参照)④ 後期高齢者薬剤服用歴管平指導料の見直し

剤月風用歴管
:おける薬剤服用歴管理指導料 (患者の薬歴を

眼提供料 (「お薬手帳」に薬剤情報や注意事項

骨曇:,iil看][量il「: ,後期高齢者以外の患者に合わせて別個の評価

評価に統一する。)。
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第 2 具体的な内容
改定案

【薬剤服用歴管理指導料】

運
処
奮薯だ昇言増l異 |こ逼幕L指磐皐のすべてを行つた場合に

より患者に提供し、薬剤の服用に関し、基本的な説明を

口 え勇[れた薬剤について、直接患者又はその家族等か
ら服薬状況等の情報を収集して薬剤服用歴に記録し、こ

れに基づき薬剤の服用等に関し必要な指導を行うこと

【薬剤情報提供料】

の変更後月4回 )に限り算定する

【後期高‐齢者薬剤服用歴管理指導料】

遜晋覆覇魯農署電ム2醤薯庭しぃ{:メ秋に掲げる指導等のすべ

由 足男[れた薬剤についてヽ直接患者又はその家族等か

え胆曇塔響藁鶏源謡露挙置畠I意型怒層曇[再号ヒLF

ハ 調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、相互作
用その他服用に際して注意すべき事項を手帳に記載する

こと

2.特に議論のあつた項目
(1)後期高齢者診療料関連
重複疾患を有しやすい等の後期高齢者の特性に配慮し、心身

全体の管理を行う担当医の評価を行つたものであつたが、

年齢要件を廃止し、全年齢を対象とする。

こうした取組は高

齢者に限つて行われるべきものでないことから、廃止する。

その上で、本点数と機能が重複している生活習慣病管理料について、

(廃止)

(廃止)

(廃止 )
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(2)後期高齢者終末期相談支援料関連

終末期に関する医療従事者との話し合いについては国民からも望まれ
ているものの、それを診療報酬上評価することについては国民的合

● コ_● ● ● =  _● _ "′ ″ ― -4-ι わ ― 善 ll1 4‐ ●●■
●キ

`=奎
・ I+劇 け !L+2

意が得られていない。こうした検証結果を踏まえ、現在凍結されている後期高齢者終
末期相談支援料を廃止する。

現 行 改定案

【後期高齢者終末期相談支援料 (医科)】

(1回限り)        200点
【後期高齢者終末期相談支援料 (調剤)】

(1回限り)        200点
【後期高齢者終末期相談支援加算】

(1回限り)        200点

(廃止)

(廃止 )

(廃止 )

3.例外的な見直しを行う項目

診 ユl潔鵬縫織篇騨   ?t樵

蜆ヅ麗満諭ヅ鋭鷺傷丼甜踊g翻ぇ
診療所後期高齢者医療管理料は廃止する。

(1)鋒
習豪電電湯肇言秀菅桑曇零纂

登雫奉世ム加算において、低栄養の高齢者に対する栄養管理の評価を含んでいる
ことから、後期高齢者退

院
嘩
重言菫言
「
:「l§:点≡iり丘ム1〔蟹詈響肇l[習1せ、後期高齢者退院時栄養・食事指導料は廃止する。

藤子を百智讐背:肇慾言民暮だF壇畠宏慧貸纏習把界星晨晨た1習堺L

テ李F倉黒尿告〒覆鶏嵩課磐貸菅吉1轟挙言[:暑 E9鼻鵜お貸馨誕P亀
1等を位置付け、対象者を65歳以上の患者等に拡大する。
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現  行 改定案

する。

所定点数に加算する。

(41:]言

曇:f昇曇言懲景二3賞 :法鸞讐習iで皇霞挙を療奮『蓄「ぜ暴徐盲作復露喜屋薯|｀喜善1傑季憲EE竃睡密寿参蓄T認禦最皇ムξ

L隻縫写言覆黛飛裏      魏 猟嘆比嘉霧『
と介護が切

1回 )
1回 )

[1纂
撃岳篇澄曳鰈 ?写玩弯編亀冥鷹負桑記理懐БI菖翼晃電合5｀

特定機能病院入院基本料(一般
.       

膿
壇ず議り_ビスの選択や手続き等について、患者及び患者家族に必要な情幸長提供や、適切な施設

への転院等の手続きを

行うた場合に算定する。

設置されており、退院調整に関する経験を有する専従の看護師及び専任の

斃 どぽ不頷貴朧 た関する経験を有する専従の看護師又は社会

:  福祉士が1名以上配置されていること。

-57-



5:保健事業等

-58-



後期高齢者の健康診査について

老人保健法 (～ H19) 高齢者医療確保法(H29～ )

特定健康診査
名称 基本健康診査

l＼

1/

40～ 74歳

対象 40歳以上
医療保険者 (実施義務)

国1/3、 県1/3、 保険者(国保)1/3
※医療保険者が市町村国保の場合

実施主体

〔補助先〕
市町村(実施義務) 後期高齢者の健康診査

75歳以上

葺用阜揮 国‐1/3●県‐1/1‐、‐市‐町村1/3 ″年度)
「 ‐  ■‐■ ‐

国1/3、 残りは県又は市町村又は保険料

:益婦綿儡鑢%潮鍵巡議飢靖腋itttiti
ごの他

=こ
、焼 議 曖 鶴 御 婚 %趣 町補への地財措置あ先 」イイ.θ億円 (H22年度)
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特定健診・特定保健指導について

○ 医療保険者 (国保・被用者保険)に対し、40歳以上の被保険者
・被扶養者を対象とする、内臓脂肪型肥満

に着目した健診及び保健指導の事業実施を義務づけ(平成
20年度より)。

○ 各医療保険者は、作成した特定健康診査等実施計画に基
づき、計画的に健診口保健指導を実施

°警冬熙暑腫 蔓譜]〕瑞鳳組際
で健診・保健指導を受けられるよう配慮
卜る事業提供の活用が可能 (費用負担及びデータ管理は、利用

⇒蔦累写習薦ぜ蓄譜肇涎塾夕:管深険者協議会において、都道府県が中
′いになつて、効率的なサービス提供がなされるよ

う、各医療保険者間の調整や助言を行う。

°
木 舞雪l理:ぜ霧笛爾証薯己高舞藝著卍蒻零L｀

保{建指導を受ける者を効率的に選定するとともに、事
建診等の結果の情報を保存じやすい形で提供する。

○ 市町村国保や被用者保険 (被扶養者)の健診に
ついて、一部公費による支援措置を行う。

医療保険者 医療保険者 生活習慣病

昌顆

生活習慣病
に起因する

デ
聾 整 魃

:~~ 、
:     、

Ll′ ′

艦
齢

・減算

高
支
算

期
療
加

後
医
の

46-74歳の医療保険カロ

入者=約5,600万人
約25%
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075歳以上の健康診査の健診項目については、腹囲の計測を除き、特定健診と同様。
特定健鷹診査と75歳以上の健康診査の健診項目比較

○ :必須項 目

● :医師の判断に基贅 選択的に実施する項目

■ :空腹時血糖とヘモグロビンAl cのいずれか一方を実施

健診項 目 特定健診 健康診査(75歳以上 )

O ○

間診
服薬歴、既往歴、生活習慣に関する項目

自党症状等 ○ O

計 測

身長 O ○

体重 ○ ○

BMI O ○

血 圧 ○ O

腹 囲 ○

診 察 理学的所見 (身体診察 ) ○ ○

月旨質

中性脂肪 ○ ○

HDL O ○

LDL ○ ○

肝機能

AS丁(GOT) O ○

ALT(GP丁 ) O ○

γ一G↑ (γ―GTP) ○ ○

代謝系
空腹時血糖 ■ ■

.l.€f trClAlc ■ ■

尿・腎機能
尿糖 ○ ○

尿蛋白 ○ ○

貧血検査

(血液一般 )

血色素量 ● ●

赤血球数 ● ●

ヘマトクリット値 ● ●

心機能 心電図検査 ● ●

眼底検査 眼底検査 ● ●

医師の判断 医師の判断欄の記載 O ○
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生活習慣病対策について

総合的な生活習慣病対策の実施が急務

→ 短期的な効果は必ずしも大きくないが、中長期的には、健康寿命の延伸、医療費
の適正化等への重要なカギとなる。

死因別死亡割合 (平成17年)生 活習慣病…・60.1% 我が国における死因別死亡割合の経年変化

(死亡割合1947-1989)

生
活
習
慣
病
に
含
ま
れ
る
も
の

ヽ

―

―

―

―

‐

＞

‐

‐

‐

―

―

ノ

(注 )人 口動態統計 (平成17年 )により作成

※ 生活習慣病に係る医療費は、国民医療費 (約 33兆円)の約3分の1(10 7兆円)(平成 17年 )

脳血管疾患 123%

我が国の疾病構造は感染症から生活習慣病へと変化している。生活習慣病は死亡割合の約6割を占めている。

医療制度改革において、生活習慣病予防の観点から、

診査や保健指導を導入 (平成20年度より実施 )

メタボリックシンドロームの概念を踏まえた、医療保険者による健康



後期高齢者医療制度の保健事業等について

財政支援について

<国の支援>

平成20年度 30.4億円 平成21年度 35.2億 円

受診率 21%(実績) 受診率 24%(実績見込) 受診率 27%(予算ベース)

健康診査の充実

につい

<都道府県の支援> 11都 道府県 約11.4億円(平成21年度)
<市町村の支援>  9広 域連合管内の296市町村 約8.5億円(平成21年度)

と協議の上、

① 平成22年度目標受診率

② 目標受診率達成に向けた具体的な取組

を掲げた健康診査受診率向上計画を策定したところであり、各広域連合において、計画に基
づく取組を着実に実施。

これまでの対応

平成20年7月 より、各広域連合に対する特別調整交付金を活用して、後期高齢者の健康づくりのための
「長寿口健康

増進事業」の一環として、市町村における人間ドックの実施を含め支援していると
ころ。

臨:|::優葉樽藝〕量雲:糧曇嬉進重羹鶉1::;1詈
;::ょ
「
lilZ〕il舅:11:1曽影議が3にィ寸金を活用]隈 施市区mT本寸数】  71「

亀富 辱奮;[ぅち2;ま顧菖♂為が交イ寸金を
'舌

用]

実施に向けた検討について

各広域連合において、従来人間ドツクを実施していた市区町村等に、長寿
・健康増進事業の周知と次年度の実施に向けた検討

を要請するよう重ねて依頼(H21.10・ H22.1)。

人間ドックの再開



1長寿・ 健康増進事
‐業の1実施

平成20年 7月から、'広域連合が高齢者の健康づくりに取り組む事業を支援する
ため、特別調整交付金の一部を活用して、

「長寿・健康増進事業」を実施している。

(ア)健康教育・健康相談事業                     、
(イ )健康に関するリーフレットの提供

(ゥ )スポーツクラブ、保養施設等の利用助成

(ェ)スポーツ大会、レクリエーシヨンの運営費の助成

(オ )その他、被保険者の健康増進のための事業(人間ドック等助成事業
・はり・きゆう等助成事業・運動教室等実施事業等)

健康づくり施策の構築・董複頻回受診等に対する指導・支援を行う。

を実施することにより、将来における医療費の伸びの鈍化を目指す。
. _ _ _ ゛ に L_― ′Lハ ¨ ユ 古 ― ユ 1-4由 十 群

“

部 LL+Z

事業内容・・・県越をQ担曙に分け、各地区から老人クラ
ブを各2団体(運動実施群と未実施群)を選出する。

ア 運動実施群
(1)「いきいき教室」1こおいて習得した筋カアップ運動や筋膜

マッサージを2か月間行い、この運動実施期間の前後に、
一
・
―
一 =―  一 ]― ― 、い ユ LL一 皓

―
_工  'ミ ハ 熱 田 土 堀 ム 十 ス

①体力測定及び②アンケート調査を実施し、筋カアップ運動や筋膜
マッサージの効果を調査する。

.. .     _ 0ヽ ― こ 1 ●1 -― ―一   II   ヽ゛― ユ ロヨチ 墨口 =未E"卜 Z(       を追跡し、誘肺 蓮断や誘膜マ1ッサージの効果を調査する。

筋襟乙ヲ ぉ15子り事二藻昇蜜」猛拒:冒暫請督蒼科諏協ズ濡引著F膜
マッサージ未実施者に対しても
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「長寿健康増進事業」では、広域連合の行うモデル的な事業
については、特に重点的に支援を行つている。

事鷺顧f豊ぽ亀認哩轟『塾嘉 彗撃
を

轟酪…厭 朧撃3躁鰍 郵五昇告若覇護務房嘉勢契輔露智誌1轟経警翠苛庸乖語
ヒ

広1鍵
‐
合の行うモデル的な事1業の

1支
援|



医療費の効率化を図るための事業

L萱零輩響響堕ぎ雪筈冨鸞ま雪響鼈蜜ξ電筆竃増鬼鼻:対して、保健師等による適正受診の促進のたりの訪問才旨導を実施。

医療機関に同一月内に受診した方 (概ね3箇所以t上を3ヶ月連続)

自を多数受診した方 (概ね15回以上を3ヶ月連続)

【実施状況】 <平成20年度>12広域連合 <平成21年度>14広域連合

こ・配布やジエネリック医薬品希望カード(患者がジエネリック医薬品

る意思表示カード)の作成・配布。

臀麟型  こ    朧 )

ヽ

―

―

ノ

二
'「

下 ||■■‐‐ |■■■1

医療機関から請求されたレセプトの内容を、資格や請求点数等
の観点から点検することにより、再審査請求等を実施。

【実施状況】 <平成20・ 21年度>47広域連合
※平成20年度審査支払件数:約 3億7,000万件

被保険者に対し、医療費に対する認識を高めてもらうために、本人
の受診状況・自己負担額等を通知。

【実施状況】 <平成20年度>39広域連合 <平成21年度>43広域連合

中央社会保険医療協議会(中医協)においてとりまとめられた答申書
の付帯意見の趣旨を踏まえ、全医療保険者において医療

機関の適正受診を図るための周矢口啓発を実施。 -65-



平成22年度 国保保健事業|

生活習慣病の一次予防の取組の重点イヒ

特定健診・保健指導の効果的な実施

①先駆的。モデル的事業

②受診勧奨者への訪Fo5指導事業

③早期介入保健指導事業

(2)国保保健指導事業
○重複 。多受診者への訪問指導

(3)健康管理センター等健康管理事業
①健康管理センターによる事業

包括的な保健医療の取組の推進

②歯科保健センターによる事業

歯科にかかる在宅ケアの推進

③直霞鰤琴塵譲7唱猛房蓬携による健
康の保持増進

(4)健康総含対策事業
(平成22年度廃止)

(5)生活習慣病予防対策支援事業
〇年度途中ね0入者対策

(平成 22年度廃止 )
o健診等の未受診者対策
特定健診・保健指導の未受診者等

に対 し、その理由等に応 じた取組

: 被保険者の健康の保持増進・QOLの向上と医療費適正イしに資するため、被保険
:者の積極的な健康づくりを推進し、地域の特性やe」意工夫を活かした事業の実施を

支援する。

○保健事業の中・長期的な実施計画の作成とそれに1基づく事業助成

(1)国保ヘルスアップ事業 (先駆的・モデル的事業)【再編】
市町村保険者が医療機関等と連携し、地 l或

における生活習慣病の発症予防から重症化防

止の連携 。支援システムを構築し、受療促進

や治療・服薬の中断防止などを総合的に行う。

(2)国保保健指導事業
①重点的に推進する事業 (必須事業)【新規】
○特定健診 。保健指導の未受診者対策
・地区組織や関係機関と連携した対策
・生活習慣病予防に関する健康意識の啓発

○生活習慣病の 1次予防のための早期介入
・40歳以上の特定保健 l旨導予備群に対する早期介入

(特定保健指導の対象者は除く)
・40歳未満の被保険者に対する早期介入

保一般事業

○健康教育  ○健康相談  ○保健指導
○訪Fo5指導  ○歯科保健活動
○健康づ<り を推進する地上或活動等の育成等

○その他 (市町村独自の取組 )

(3)健康管理センター等健康管理事業
①健康管理センターによる事業

②歯科保健センターによる事業

③直営診療施設による事業

: ―律助成     :
助成期F83 3年

保険者の実施計画に

基づいた一括助成万

式

被保険者数に応じた

従来の助成の継続

平成21年度
(1)国保ヘルスアップ事業

助 成

l.…
… …
...… … … … … … … …・・ ''・・ … … … … … … … …

・・・ … … … … … … … …・・・ … … … … … …
・・・ …・・・… …・

・
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協会けんぼにおける医療費適正イヒ対策

○
:地響窪需質憂事3雀裡饉爆醤、健診データのレーダーチヤート等を公表
・ 地域の医療費分析、健診データと医療費データの突含分析

○ 後尭医薬品の使用促進
・ 医療費通矢□等に同封し、希望カード3,300万枚を加入者に直接配布
・ 後発医薬品に切り替えた場合の自己負担の軽減額を個人ごとに通矢□

※40歳以上の長期服用者 (全国で約170万人の見込み)に重点的に実施。全国展開
中。

インターネツトを通じた医療費のo矢□らせ

保健指導の効果的な推進

関係方面への積極的な発信

調査研究の推進

健保組合における医療費適正化対策

呆組合においKニ

°
 履標雇暑肇ぁ換峯了極奥塵棄ξ雰震嵩穐窪

適正支給の確言
]、
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平成22年 6月 23日
資料4

フ回

有識者ヒアリングにおける主なご発言

1.一回光蒲教授

○ 高齢者の医療費をできるだけ低く抑えられるよう、住民の健康や従業員、家族の健康管理に力を注いで保険運営を
しているという保険者は少なくない。そういう保険者の努力が今後とも強化されていくことが一番大切なことである。

○ 後期高齢者医療制度を考えると、高齢者の医療費を別枠の制度にしたことで、保険者の努力が保険料に反映されな
い結果になつた:これが後期高齢者医療制度の最大の問題ではないか。

○ 新しい医療制度の枠組みとしてはt地域や職域の保険者が自主運営できるような形を残すことが重要である。
その観点に立つと、高齢者については年齢に関係なく退職すれば地域が生活の基盤になるわけであり、地域の国保

に加入することが二番自然で、理にかなつたものではないか。この考え方は宮武案に非常に近い。

○ ただ、宮武案の国保の運営を都道府県単位で広域化することに関しては、市町村の保健事業等の取組みが、その
市町村の保険料にきちんと反映できるような枠組みは維持しながら広域化を考えていく必要がある。

○ 以上のように、制度体系として地域保険と職域保険の二人体系を残すとすると、両制度間のリスクを調整することが
必要であり、具体的には国保に対する国庫負担及び被用者保険からの拠出金によリリスク構造調整を行うことが必要
になる。

○ その場合、国保が必要とするリスク調整というのは2つの面がある。退職者・高齢者(世帯主が無職である人たち)の
所得の不足と、高齢者の高い医療費を補填しなければならない。そのほか、低所得層のリスクも調整する必要がある。
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2.加藤智章教授

○ 後期高齢者医療制度の問題点
・ 被保険者の保険料負担が財源の1割であり、財政規律の基盤を確保する道筋という点で評価できるが、1割だけ

で財政的な規律を発揮できるのか疑間である。
・ 保険料徴収義務は市町村に委ねて、保険料率の決定は広域連合で行うという構図の中で、どこまで保険者機能

を果たすことができるのか。
・ 広域連合の意思決定システムが、当事者自治のシステムとして適正なものであるのか。
・ 支援金口拠出金については、いわゆる保険料の租税化という考え方であり、保険給付と直接的に関連のない負担

が社会保険料とT体的に徴収されることをどのように考えるのか、という問題が提起されている。

○ 改革会議の議論を進めていく中での「基本的考え方」では、一元的運用について、国保と被用者保険を一元化すると
いうことは、恐らく所得捕捉率の問題を抜きにしては、一元化というプロセスには移行できないのではないか。

また、被用者保険と市町村国保との関係の中で、いわゆる非正社員が市町村国保の中に組み込まれている体制が

あり、非正社員の処遇をどう考えるかという点も重要な問題になつてくる。    _

○ 「市町村国保等の負担増に十分配慮する」、「高齢者の保険料は急に増加したり、不公平なものにならないようにす

る」といつた点については、保険者の負担増も抑制し、高齢者の負担も緩和することが、果たして実現可能なのかとい

う点に強い疑間を抱かざるを得ない。

○ 市町村国保の広域化については、法律に基づいて保険者を解体し得るのか。例えば、法律によつて健保組合を解散
することは、果たして可能であるのか。

‐

○ 各案については、いずれにしても所得捕捉率の問題を解決しなければ、リスク構造調整の機能は十分発揮されない
のではないか。

-2-



3.関 ふ佐子准教授

○ 若いときから安心して世の中で生活していくためには、ある二定の年齢以上の者に対する保障は充実させるべきで
はないかと思つている。

○ そういう意味では(年齢を理由とした保障は必要に応じて提供する必要はあるが、他方で、年齢で境界線を引くと、年
齢差別が起こるという現実もある。後期高齢者医療制度は、その年齢差別の観点から、色々と批判が出てきたと思つ

ている。

○ アメリカでは、差別禁止ということで、ある一定の年齢を保障することと、ある一定の年齢を理由に差別することが、
どのような関係にあるのかというtエイジズムの議論がされてきている。
エイジズムには2つあると言われ、1つは、高齢者世代を役に立たない、働けない世代といつたイメージによつて差別
したり偏見を持つたりする「否定的エイジズム」。一方、高齢者のみを対象としたメディケアや年金といった社会保障制

度は、高齢者に好意的な区別であり、これは「肯定的エイジズム」と捉えて良いのではないか、という議論がある。

○ ある二定の年齢以上の者に対する保障は充実すべきであるが、年齢による区分が問題であるという考えもあり、そ
れは保険者自治が機能しなくなるという点である。医療というのは、生涯にわたる健康管理や予防の努力が制度に反
映し、その結果として保険料が安くなるという制度でないと、中々機能じづらいと思つている。
そういつた意味では、区分するのはよくないと考えている。            .
○ 医療サービスについては、一生にわたって同じ制度がよいと考えるが、他方で、二定の年齢以上については公費を
投入し、財政的には他の年齢で支えていくべきと考える。
65歳以上の人口が7%を超えた時に、国連は「高齢化」という言葉を使つたが、その当時は日本では65歳以上の人口

は5,7%で、それぐらいだつたら皆で支えるというのは非常に納得しやすい割合であるが、これだけ寿命が伸びてくると、
一体どれぐらいの人たちを社会で支えるのかということは、改めて考えていかなければならない。当時のパーセンテー

ジを今に当てはめると、大体75歳以上というのが社会で支える年齢として適切と考えているが、どれぐらいの年齢であ
れば若い人たちは支えていいと考えているのかということを、調査などに基づいて考え、そして公費を投入する年齢を
検討すべきではないかと思つている。

○ 新たな制度の在り方としては、年齢で区分しない一方、年齢を理由とした保障に公費を投入する、そして今は65歳と
言つても色々な方がいるので1世代内でもお互いに負担し合つて扶養し合うということが可能な制度が良いと考える。



4.土田武史教授

○ 新たな制度を検討するにあたつて求められているものは、以下の5点である。

① 公平性の確保
口年齢差別の解消t高齢者負担の軽減化t医療給付及び診療報酬体系の改定、保険者間のリスク構造格差{特
に国保)の是正、の4つが課題である。                 ″

② 財政の安定化
・ 1つ目の課題は、財政調整・保険者間のリスク構造調整・国庫負担の見直し。財政調整は高齢者医療費の負担
をどう分配するか、リスク構造調整はリスク格差をどうやつて平準化するか、ということであり、財政調整が事後的

な対応策なら:リスク構造調整は事前的な対応策。しかし、国保被保険者の所得把握は難しく、その場合の財政

調整の在り方に国庫負担がある。こうしたことを含め、財政安定化のための対応策が必要。
2つ目の課題は市町村国保の負担増の回避。
3つ目の課題は保険者組織の改編。保険者機能の側面から組合方式を高く評価すべき。

③ 世代間違帯の強化
コ高齢者医療制度の支援金の見直しを通じた対応が必要。

④ 当事者自治(保険者機能)強化
口 6原則から落ちているが、考慮する必要があるし

⑤ 制度のわかりやすさ(国民の納得)                         ・  1
・ 財政調整の計算は複雑であつても構わないが、理念は、単純明快でわかりやすいものにする必要がある。

05つの視点からの各案の評価
・ 池上案は、公平性の確保や世代間連帯ということで非常に高く評価できる一方、各都道府県に健保組合を区分す

るとなると、保険者機能を損なう点で非常にマイナス。また、国庫負担が少なくなり、財政的な安定性にも不安がある。
甲対馬案は、世代間の負担関係が明確で、高齢者間の負担の公平化について評価できるが、年齢区分において差別

論が再燃する危険性がある。また、被用者保険。国保・高齢者医療制度間のリスク構造格差への対応が明確でない。
・ 小島案は、被用者保険の連帯が強化され、保険者機能も強化される点で評価できるが、制度間口保険者間のリスク

構造調整口財政調整による対応が必要となる。また、雇用の流動化等が進む中で、退職者健保制度の詳細が不明な
点に大きな不安が残る。
・ 宮武案は、制度が分かりやすく、世代間連帯の確保、高齢者の負担の公平化、年齢差別の解消といった点で非常
に評価できる。ただ、都道府県が強い保険者機能を保持する可能性はあるが、現在の市町村よりも保険者機能が落
ちることもあり得る。また、国保と被用者保険とのリスク構造格差の是正、財政格差の是正、国庫負担のあり方の検

討が必要。
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_5.山崎泰彦教授
○ 新制度の枠組みは、新たな高齢者医療制度の対象を年金、介護保険と合わせて65歳以上として、前期、後期の区分
を解消すべき。そして、国保を高齢者医療制度の一般制度としての役割を担う保険者として位置づける。

○ 各被用者保険者が、国保の高齢者医療事業を代行することができることとし、被用者保険加入者は、被用者保険と
高齢者医療制度に二重加入する。これにより、年齢を理由とする強制的な移動はなくなり、被用者保険独自の現金給

付等は継続して受けることができる。|

〇 なお、既に75歳以上の被用者は後期高齢者医療制度に移つているので、混乱を避けるため、これらの方々は原因に
なるので、原則として住所地の国保に戻す。

○ そして、高齢者医療勘定を設けて、高齢者医療費について各制度、保険者が財政を共同化する。

○ 給付と負担|こついては、年齢のみを基準とした過度な一部負担や保険料負担の軽減はやめるべき。
○ この方式のメリットは一般制度である国保については医療と介護の保険者の単位が一致し、両者の連携がとりやすく
なることであり、患者負担、保険料負担、公費の負担割合等も整合性のとれたものにすべき。これにより、将来、介護

保険と高齢者医療を融合・ドッキングさせる可能性も開けてくる。

o 財政調整については、年齢や所得といつた構造的要因に着目してリスク構造調整を行う。制度間では年齢、各制度
内では所得を調整基準として、当面65歳以上に限定して適用しt国保内は、少なくとも現在導入している程度の公費
は投入する。

〇
｀
今の支援金というのは保険者努力が中々反映し難い仕組みであり、それは問題。年齢リスク構造調整と応能負担の

要素を組み合わせるのが、
｀
被用者保険のグループでの拠.出金の決め方かと思う。

○ 国保については、軸足は市町村に置いた上で、広域化の努力をすべき。関係者の合意が得られるところから都道府
県が保険者になる道も開いたらどうか。ただ、市町村の努力が反映されるような分権的な運営を行う事が望ましい。

○ 平成25年施行という極めて制約されたスケジュールは、普通に考えれば極めて困難。その困難な中で合意形成を図
り、スムーズな施行に結びつけるとすると、当面、高齢者医療制度を廃止し、年齢で区分するという問題を解消するこ

との1点に改革のターゲットを絞る代替案は考えられないか。

○ そのような観点からは、75歳未満の財政調整は残し、75歳以降も国保か被用者保険に継続加入させて、各保険者が
現在の後期高齢者医療の事業を代行する形で継承し、高齢者の医療費について財政の共同化を図るという案が考え
られる。
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